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横 浜 経 済 の 動 向 （平成９年１月） 
 

 

－第19回横浜市景況・経営動向調査報告－ 

横  浜  市  経  済  局 

(財)横浜・神奈川総合情報センター 

 

〔調査の概要〕 

１．目的・内容 『みなと経済人フォーラム』の一環として，横浜市の経済・産業政

策の効果的な展開に必要な企業動向・ニーズを早期かつ的確に把握

するために，フォーラム参画企業を対象にアンケート調査（指標調

査，特別調査）及びヒアリング調査を一連の「景況・経営動向調

査」として，四半期ごとに年４回（６月，９月，１２月，３月）実

施。 

 

２．     調 査 対 象『みなと経済人フォーラム』参画企業７９５社 

回収数３０１社（回収率：３８．８％） 

  市内本社企業  市外本社企業 合 計 

 大企業 中堅企業 中小企業   

製造業 

 

非製造業 

 

合 計 

 

１７ 

（４０） 

２９ 

（６３） 

４９ 

(１０３) 

２１ 

（５３） 

９０ 

(１８７) 

１１１ 

(２４０) 

５５ 

(１４９) 

３４ 

(１０３) 

８９ 

(２５２) 

２０ 

（６８） 

３５ 

（１３２)

３５ 

(２００) 

１１３ 

(３１０) 

１８８ 

(４８５) 

３０１ 

(７９５) 

 

３．調 査 時 期 ：平成８年12月実施 
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産 業 別 動 向  

各業種の主要企業ヒアリング結果の詳細に関しては14頁以降の主要企業ヒアリング調査参照。 

業 種  景 況 ・ 見 通 し  動 向

１．建設 

 
 住宅関連をみると，消費税率見直しに伴う駆け込み需要が９月に集中したため，10

月以降にその反動と思われる受注減が起こったが，低金利等の社会的要因を考慮すると

一時的なものと捉える企業が多い。土木，商用ビル建設は依然として需要が少ないた

め，競争が激しく，中小業者には厳しい状況が続いている。 

 

 

２．電機・電子 

 
 家電業界ではパソコンが 96 年上期，前年同期比で 40％近く伸び依然好調を維持して

いるのを筆頭に，各家電製品とも前年実績を上回る勢いで推移している。携帯電話やＰ

ＨＳは低価格化を販売量が補完する形で収益が維持されている。カーナビは VICS 対応

のものを中心に堅調で，純正品も多くなっている。半導体は，メーカーの生産調整等に

より一時的に値崩れは収まったものの先行きはまだ不透明な部分が多い。 

３．工作機械 

 
 国内自動車メーカーの設備投資の活発化に伴い，業況は引き続き好調を維持してい

る。また，一時的に海外に生産拠点を移していた高精度の金型業が国内に戻ってきてお

り，一般機械向けの受注も好調に推移している。内需ほどの伸びはみられないものの外

需も欧米を始め，アジアも好調に推移している。定着しつつある製品の低価格化に対応

し，部品の共通化等により生産コスト低減を行っているところもある。  

４．自動車関連 

 
 市内の自動車部品メーカーの平成８年度上期の売上をみると，前年同期比微減だが当

初計画ほど落ち込んでいないというところが多い。しかし，人気のＲＶ車や新車投入効

果等により昨秋から全国的に新車の販売台数は堅調に推移し，部品メーカーにも好転の

兆しがみえ始めている。取引先自動車メーカーによっても差はあるが，下期には若干の

回復傾向が見込まれる。 

 

 

５．繊 維 ・  

 スカーフ関連 

 

 スカーフをみると，輸出用は円安の影響もあり下げ止まり感が出てきたが，生地，プ

リント工賃等が安価なこともあり，国内向けにシフトする傾向が強まっている。年明け

から春物が出るが秋物同様横ばいで推移すると思われる。ユニフォーム関連の動向をみ

ると，バブル崩壊等の影響もあり，平成６年度までの２～３年は落ち込んだが，平成８

年度は買替需要が出始めたこと等から前年実績を上回るものと思われる。 

 

６．運輸・倉庫 

 
 今期の倉庫の回転率は前年から微増程度で，やや供給過剰の状況が続き，顧客の奪い

合いとなっている。また，荷主からの値下げ要求や物流費用の削減に伴う保管期間の短

縮化により，流通加工等の付加価値をつけた業態への変化が求められている。 

 運輸業もあまり目立った動きはなく，概ね横ばいで推移している。旅客では輸送人員

の漸減は避けられず，旅客以外の付帯サービスで顧客確保に努めるところもある。貨物

輸送は陸運のシェアが増加傾向にあり，海運に比べて業況は悪くない。 

７．卸・貿易 

 
 前回調査では今年度下期に向けて回復見通しを立てていたところが多かったが，今回

調査では期を追う毎に少しずつ悪化するものとみている。円建てで貿易を行っている業

者以外は最近の円安の影響で原材料の輸入費が上がっており，売上が増加しても利益に

結びつかないというところもある。 

 

 
８．大型小売店 

 
 今期の百貨店の状況は横浜駅東口，上大岡，新宿での新規出店やリニューアルの影響

により，相乗効果のあった横浜駅東口以外は来客数が減少した。お歳暮商戦は来客数，

単価は伸びているものの，買上個数が伸びていない。食品スーパーは商圏が狭いことも

あり他店舗新規出店の影響を受けやすい。専門店では来客数減を買上単価でカバーする

形となり，買替需要も出てきたものと思われる。 
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業 種  景 況 ・ 見 通 し  動 向

９．不動産 

 
 今期のオフィスの空室率の状況は，新横浜地区で在庫が解消し始めたことや低賃料化

による企業スペースの拡大等により回復基調にある。しかし，東京地区が横浜地区と同

程度の賃料になってきたことや，ＭＭ２１地区に建設中のオフィスビル完成に伴う新規

供給により，不透明な部分は拭いきれない。貸店舗の状況をみると，昨秋にオープンし

た百貨店の影響等によりテナントの収益が減少し，賃料に影響しているところもある。

 

 

10．情報ｻｰﾋﾞｽ 

 
 昨秋から仕事量は一気に増加し，この傾向はしばらく続くものと思われているが，単

価の下落が一段落した現状ではあまり利益に結びついていない。景気の波に左右されな

い独自の製品開発力を持つことがこの時期重要となってきている。また，ＬＡＮやイン

ターネット等めまぐるしい状況変化の中でセキュリティやサポート体制の強化に迫られ

ている。 

11．ﾎﾃﾙ･ｺﾝﾍﾞﾝｼ

ｮﾝ関連 

 

 市内主要ホテルの今期の稼働状況は好天や大型コンベンションが開催された昨年を上

回る状況で推移している。また，インターネットを利用した空室予約までできるホテル

もあり，今後の動向が注目される。コンベンション施設は会議・展示会ともに小規模化

しており，件数ほど売上が上がらない。これと平衡して装飾業者も受注件数は２割ほど

増加したが規模が小さいため収益はあまり増加していない。 

12．ｺﾐｭﾆﾃｨ産業 

 
 消費者が本当に必要なものしか買わなくなっている状況から，多様化する消費者ニー

ズの把握のため組合員の声をいかに多く汲み取るかが一番の課題となっている。こうし

た中で，戸別配送部門は好調に推移し，範囲を拡大しようとする動きも現れており，共

同購入班のような従来型の形態から新たな組織・システム作りも徐々に進めていく方向

にある。ワーカーズ・コレクティブでは，若い人から年配者まで働けるような組織作り

が全体の課題として挙げられる。 

 

13．生涯学習 

  関連  

 

 カルチャーセンターでは受講生数の減少はないが廉価で短期間の講座にシフトする傾

向があり収益が上向いてこない。受講生の中心が中高年層という背景から，低金利が悪

影響を及ぼしているものと思われる。専門学校では，情報系は情報サービス産業の好調

に支えられる形となっているが，語学－ビジネス系はかなり厳しい。スポーツクラブで

は価格見直しにより会員数を増加させているところもあるが，スイミングスクール等で

は少子化の影響で会員数が減少している。 

 

 

14．レジャー 

 
 近隣レジャー施設の今期の状況をみると，イベント等の影響もあるが前年割れの幅が

前期よりも大きくなっており，依然として厳しい。新アトラクション投入後の商品サイ

クルの短縮化等に対して，各施設のもつイメージを鮮明に出しいかにリピーターを増や

していくかが今後の課題となっている。旅行業界は国内・海外とも人気の個人旅行を中

心に取扱件数は増加しているが，１件当たりの単価が下がっているため，それほど利益

に結びついていない。 

 

※天気の上段は現状（96年10～12月）の業況，下段は将来見通し（97年４～６月）。 

※天気は１～10の業種についてはB.S.I.値にヒアリング調査を加味して作成している(対応は下表の通り)。 

 また，11～14の業種についてはヒアリング調査をもとに作成している。 

B.S.I. 天気 B.S.I. 天気 B.S.I. 天気 

20.1以上  ０ 
 

-20.1～-40.0  

0.1～20.0  -0.1～-20.0  -40.1以下  
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B.S.I値

B.S.I値

B.S.I値

-60.0

-50.0

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

前回調査

今回調査

前々回調査

-60.0

-50.0

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

今回調査

前々回調査

前回調査

-70.0

-60.0

-50.0

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

前回調査

前々回調査

今回調査

自社業況の見通しの推移（全産業）

H4.4-6 7～9
10～12

H5.1
4～6

7～9 H6.1-3
4～6

7～9 H7.1-3 4～6
7～9 H8.1-3

4～6
7～9 H9.1-3

10～12 10～12 10～12 10～12 4～6

自社業況の見通しの推移（製造業）

H4.4-6 7～9
10～12

H5.1
4～6

7～9 H6.1-3
4～6

7～9 H7.1-3 4～6
7～9 H8.1-3

4～6
7～9 H9.1-3

10～12 10～12 10～12 10～12 4～6

自社業況の見通しの推移（非製造業）

H4.4-6 7～9
10～12

H5.1
3 4～6

7～9 H6.1-3
4～6

7～9 H7.1-3 4～6
7～9 H8.1-3

4～6
7～9 H9.1-3

10～12 10～12 10～12 10～12 4～6
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 １．市内企業の景気見通し（概要）  

〔市内企業の自社業況〕 

市内企業の景気見通しは，全体としては今期(平成８年10～12月期)はB.S.I.値が▲19.7と一

時的悪化からの緩やかな回復となった前期(７～９月期;同▲21.8)に続き２期連続の緩やかな

回復となったが，前回調査での見通し(同▲14.8)をやや下方修正し，８年１～３月期までの強

い回復には戻っていない。しかも，先行き９年１～３月期(同▲18.4)は若干回復するが，４～

６月期(同▲20.9)は国内景気判断等と同様に悪化すると予想されている。 

製造業は,10～12月のB.S.I値が▲12.6と７～９月期(同▲16.5)からやや回復し，前回

調査での予測(同▲12.2)とほぼ同程度で７年10～12月期を底に緩やかな回復が続いてい

るが，先行きは，９年１～３月期(同▲14.7)，４～６月期(同▲18.3)と悪化を予想して

いる。主要業種では，一般機械が今期一時的に悪化したが来期以降持ち直し，また，

輸送用機械では一進一退の予想とされているが，電機・精密は来期以降悪化を予想し

ている。 

非製造業は，８年１～３月期の急激な回復から４～６月以降悪化し，今期も▲24.0

と３期連続で横這いとなり，前回調査での回復予測(同▲16.4)を大きく下方修正する結

果となった。先行きは，９年１～３月期(同▲20.7)は若干改善するが，４～６月期(同▲

22.4)は再び悪化する予想となり一進一退の予想となっている。主要業種でみると，今

期は小売業，卸売業，運輸・倉庫業は回復したが，建設業，不動産は依然として悪化

し，来期以降も各業種とも一進一退の予想となっている。その中で，情報サービス業

はプラスとなり，来期以降も高いレベルの推移が予想されている。 

市内企業の自社業況の見通し 

  平成８年 平成８年 平成９年 平成９年 （参考） 

  ７～９月期 10～12月期 １～３月期 ４～６月期 回答企業数

 全産業 -21.8 -19.7 -18.4 -20.9 295

 Ｂ.Ｓ.Ｉ -16.5 -12.6 -14.7 -18.3 111

 うち  

製 食料品等製造 -36.4 -33.3 -55.6 -22.2 9

 繊維・衣服 -33.3 0.0 -50.0 -50.0 4

造 石油・化学 22.2 33.3 0.0 -16.7 6

 鉄鋼・金属 -41.2 -25.0 -37.5 -12.5 16

業 一般機械 0.0 -21.1 5.3 -5.3 19

 電機・精密 0.0 0.0 -7.7 -20.0 27

 輸送用機械 -45.5 -38.5 -23.1 -30.8 13

 Ｂ.Ｓ.Ｉ -25.2 -24.0 -20.7 -22.4 184

非 うち  

 建設業 -44.7 -60.6 -60.6 -45.5 33

製 運輸・倉庫業 -25.9 -19.2 -30.8 -11.5 26

 卸売業 -32.3 -21.4 -20.7 -25.0 29

造 小売業 -30.0 -13.6 -18.2 -18.2 22

 不動産 -50.0 -75.0 -25.0 -50.0 4

業 情報サービス 6.9 14.3 47.6 19.0 21

 その他ｻｰﾋﾞｽ -18.6 -19.4 -16.7 -22.2 36

Ｂ.Ｓ.Ｉ.(Business Survey Index)は，景気の強弱感を次の算式により求めている。 

Ｂ.Ｓ.Ｉ.＝（上昇％－下降％） 
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B.S.I.値

B.S.I.値

自社・業界・国内の景気見通し
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設備投資動向
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設備投資の見通し

生産・売上高，経常利益の見通し

-50

-40

-30

-20

-10

0
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生産・売上高 経常利益

H4.4-6
7～9

10～12
H5.1

4～6
7～9 H6.1-3

4～6
7～9 H7.1-3

4～6
7～9 H8.1-3

4～6
7～9 H9.1-3

10～12 10～12 10～12 10～12 4～6

H4.4-6
7～9

10～12
H5.1

4～6
7～9 H6.1-3

4～6
7～9 H7.1-3

4～6
7～9 H8.1-3

4～6
7～9 H9.1-3

10～12 10～12 10～12 10～12 4～6

H4.4-6
7～9

10～12
H5.1

4～6
7～9 H6.1-3

4～6
7～9 H7.1-3

4～6
7～9 H8.1-3

4～6
7～9 H9.1-3

10～12 10～12 10～12 10～12 4～6

実施・
計画率
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〔市内企業の景況判断〕 

●市内企業の景気判断は，国内景気が今期(８年10～12月期；B.S.I.値＝▲2.1）は悪

化した前期(同▲5.7)より若干改善したが，２期連続のマイナスとなった。先行き９

年１～３月期は若干の悪化予想となり，４～６月期には大きく悪化する予測となっ

ている。業界景気は今期（▲0.3）かなり改善したが，先行きは国内景気同様悪化す

る予測となっている。 

 

〔市内企業の経営判断〕 

●市内企業の生産・売上の判断は今期（８年10～12月期；B.S.I.値＝7.6）は前回調査

の予測を若干上回り２期連続のﾌﾟﾗｽとなったが，先行き９年１～３月期(▲2.4)，９

年４～６月期(▲9.4)はﾏｲﾅｽ予測となっている。経常利益は，今期(▲4.8）は改善さ

れたが，先行き９年１～３月期(▲7.2）には再び悪化し，４～６月期(▲22.3）は大

幅な悪化が予想されている。 

 

●設備投資は，今期（41.1%）も実施率は高く，先行きの計画率は売り上げ等の伸び悩

みに係わらず，９年１～３月期は高い水準となり，２期先の４～６月期もその傾向

は続く。特に，前期から上昇した製造業の中小企業の実施は今期若干低下したが，

計画率は高く回復傾向は維持されている。 

 

●在庫の見通しについては，完成品在庫は前期から過剰感が薄れ，今期はほぼ適正と

なり，来期は不足感が出る予想となっている。原材料在庫は逆に前期に続き過剰感

が強まったが，来期は弱まる予想となっている。 

 

●価格の見通しについては，製品価格は前期横這いとなったが，今期は再びﾏｲﾅｽ幅が

縮小し，来期もﾏｲﾅｽ幅が縮小する予想となっている。原材料価格については前期ﾏｲﾅ

ｽとなったが，今期は再びﾌﾟﾗｽとなり，来期はﾌﾟﾗｽ幅の拡大が予想されている。 

 

●雇用人員の水準について，前期は製造業で過大感が薄れていたが，今期は製造業で

ほぼ適正，非製造業では不足感が出ており，来期は製造業でも不足感が出る予想し

ている。また，生産・営業用設備水準も今期は製造業では不足感が出ており，来期

も続くが，非製造業ではほぼ横這いとなっている。 

 

●資金繰りについては，前期からやや悪化傾向にあったが，今期来期とも横這いとな

っている。また，労働時間は今期製造業，非製造業とも大幅に増加，来期は増加幅

が縮小する予想となっているが，増加傾向が維持されている。 

 

 平成８年 

７～９月期 

平成８年 

10～12月期 

平成９年

１～３月期

平成９年

４～６月期
 平成８年

７～９月期

平成８年 

10～12月期 

平成９年 

１～３月期

平成９年

４～６月期

国内景気 ▲5.7 ▲2.1 ▲5.6 ▲12.3 製品価格 ▲26.2 ▲25.2 ▲20.0 - 

業界景気 ▲5.3 ▲0.3 ▲5.1 ▲9.8 原材料価格 ▲7.1 3.0 5.1 - 

生産・売上 7.5 7.6 ▲2.4 ▲9.4 雇用人員水準 8.3 ▲2.7 ▲4.2 - 

経常利益 ▲9.1 ▲4.8 ▲7.2 ▲22.3 生産営業設備 3.3 0.4 0.8 - 

設備投資 40.1％ 41.1％ 44.2％ 39.6％ 資金繰り ▲6.7 ▲7.0 ▲6.0 - 

完成品在庫 4.5 1.5 ▲3.3 - 労働時間 0.9 13.9 2.0 - 

原材料在庫 9.5 10.0 4.1 -     

 設備投資は実施・計画率，その他はB.S.I値。平成８年７～９月期は前回調査での実績値。 
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 ２．特別調査－企業の情報化投資について－概要  

 
1.売上，設備投資，情報化投資の見込みと計画 

・市内企業の平成８年度の売上は全産業で6.3％増で，９年度は全産業では9.6％増と８

年度以上に９年度の売上計画の増加率は高くなっている。設備投資計画は，８年度，

９年度とも全産業では11.3％増となっているが，製造業では９年度の方が増加率が高

く，中小企業では８年度は減少で，９年度にようやく設備投資を増加させる計画とな

っている。設備投資の中でも情報化投資は８年度は全産業で38.6％増，９年度も42.

9％増と増加傾向が大きく，特に，９年度の伸びをみると業種別では製造業で，規模別

では中小企業で高くなっている。 

市内企業の売上，設備投資，情報化投資計画（対前年度比） 

売上 設備投資 情報化投資  

H8/H7 H9/H8 H8/H7 H9/H8 H8/H7 H9/H8 

全産業 6.3% 9.6% 11.3% 11.3% 38.6% 42.9% 

製造業 3.2% 6.0% 11.9% 12.4% 40.5% 61.7% 

非製造業 8.0% 11.7% 10.9% 10.6% 38.2% 29.7% 

大企業 2.6% 2.2% 12.3% -6.8% 60.1% 126.8% 

中堅企業 1.4% 3.7% 22.7% 8.5% 56.1% 6.7% 

中小企業 17.1% 8.1% -5.1% 15.2% 12.9% 70.7% 

市外本社 -0.1% 34.2% 15.9% 24.9% 30.6% 5.8% 

 

2.企業のＯＡ機器の活用状況 

・市内企業のＯＡ機器の導入状況は，パソコンが94.0％，ワープロ専用機が82.3％とな

っており，ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ(53.9％)，汎用機(48.2％)も半分近い企業で導入されている。中

小企業でも８割以上がＯＡ機器を導入している 

・ＯＡ機器の台数を従業者一人あたりでみると，中小企業で0.43台と多く，市外本社企

業を除くと規模が小さくなるほど一人あたりのＯＡ機器の台数は多くなる。 

従業者一人あたりの導入台数 

 
回答 

企業数 

ワープロ

専用機 
パソコン

ﾜｰｸ 

ｽﾃｰｼｮﾝ
汎用機 OA機器計 

全産業 282 0.070 0.275 0.045 0.014 0.404 

製造業 103 0.054 0.242 0.047 0.013 0.356 

非製造業 179 0.080 0.293 0.044 0.014 0.431 

大企業 41 0.047 0.217 0.039 0.006 0.309 

中堅企業 107 0.065 0.258 0.055 0.015 0.394 

中小企業 83 0.104 0.278 0.032 0.014 0.428 

市外本社 51 0.052 0.391 0.052 0.020 0.515 

 

・これら情報機器の活用方法としてはワープロ専用機は「文書・資料作成」に特化され

ているが，パソコンが「財務・会計管理」など広範囲な目的で活用されている。 

・ 情報化投資の目的としては「事務の効率化・迅速化」目的が多く評価も高いが，大企

業，市外本社企業では「情報伝達機能の強化」など多目的に利用されている。 

 

3.社内ＬＡＮとインターネットの活用に関して 

・社内ＬＡＮは既に46.4％の企業で構築されており，41.8％の企業で将来的には検討し

ている。特に，大企業では82.9％が既に構築しており，中小企業でも現状では20.5％

と低いものの「将来的に検討する」を含めると78.3％と関心は高い。現在のＬＡＮの

評価は約６割が高い評価をしているが，構築率の高い大企業で若干評価が低くなって
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いる。これは，大企業はＯＡ積極利用社員比率が市外本社企業，中堅企業より低く,Ｌ

ＡＮの利用に関するネットワーク効果が少ないためと思われる。 

・これらＬＡＮ導入のメリットとしては「情報の共有化」と「日常業務のスピード化」

が上げられ，デメリットとしては「セキュリティの問題」，「人材の不足」，「保守

料の増加」，「ソフトの信頼性」が上げられている。 

パソコンＬＡＮの構築状況 

 回答企業数 構築して

いる 

汎用機等

で構築

将来的に

は検討

検討しな

い 

無回答 

全産業 282 43.6 2.8 41.8 8.5 3.2 

製造業 103 39.8 2.9 44.7 8.7 3.9 

非製造業 179 45.8 2.8 40.2 8.4 2.8 

大企業 41 80.5 2.4 14.6 2.4 0.0 

中堅企業 107 38.3 2.8 48.6 7.5 2.8 

中小企業 83 18.1 2.4 57.8 14.5 7.2 

市外本社 51 66.7 3.9 23.5 5.9 0.0 

 

・インターネットは1996年以降急速に普及し，既に40％近い企業で利用しており，中

堅・中小企業でも30％近い企業で利用を検討している。 

・インターネット利用のメリットとしては「情報収集の効率向上」，「会社ＰＲ効果向

上」(39.8)，「日常業務のスピード化」が上げられているが，特に大企業，市外本社

企業では「情報収集の効率向上」が大きくなっている。また，デメリットとしては

「通信料金の増加」と「セキュリティの問題」が上げられている。 

 

4.情報化投資の推移 

・情報化投資は現状より一層の増加が予想され，特に現状ではそれほど増加傾向にない

中小企業でかなり増加が予想されている。 

情報化投資の推移 

現在まで 今後の予測  

回答企業数 増減度 回答企業数 増減度 

全産業 282 0.502 282 0.618 

製造業 103 0.489 103 0.621 

非製造業 179 0.509 179 0.616 

大企業 41 0.550 41 0.575 

中堅企業 107 0.451 107 0.584 

中小企業 83 0.400 83 0.620 

市外本社 51 0.723 51 0.723 

（表注）増減度は「大幅増加」を２点，「増加」を１点，「減少」を－１点，「大幅減少」を－２点とした平均点 

 

５.まとめ 

・市内企業の情報化投資は景気低迷の中でも着実に進んでおり，社内ＬＡＮやインター

ネット利用も急速に進んできている。中小企業ではパソコン等ＯＡ機器の導入率では

劣るが，従業者一人あたりの台数では大企業以上と中小企業でも機材の面での投資は

行われている。しかし，社内ＬＡＮやインターネットなどの情報化への対応としては、

大企業がここ２～３年で先行し，中小企業でもその重要性は認識されているが，景気

回復が遅れたことから情報化投資もやや遅れている。しかし，中小企業でも平成９年

にようやく業況が回復し設備投資の増加とともに，情報化投資が急ピッチで進み，今

後，情報化による合理化も着実に進むものと考えられる。その中で，中小企業では各

個人ベースでの対応とならざるおえず，情報化投資の活用の面での教育コストの問題

が指摘され，導入済みの大企業でも社員の有効活用が問題となっている。 
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 ３．市内企業の景気見通し（各論）  

〔業界の景気見通し，国内景気〕 

各業界の景気見通しは，今期のB.S.I値は，２期連続の悪化だった前期(同＝▲5.3)か

ら，▲0.3と３期振りの改善となった。しかし，前回調査ではﾌﾟﾗｽに転じる(同＝3.8)予

測となっているため,若干の下方修正となった。先行きは,９年１～３月期(同＝▲5.1)には

再び悪化し，４～６月期(同＝▲9.8)は若干悲観的な予測となっている。業種別に見ると,

製造業では,今期(同＝8.1)は前期(同＝▲3.7)から大幅に回復し，前期の予測(同＝4.5)も

上方修正された。主要業種のなかでは，前期に続いて電機・精密等,一般機械,輸送用

機械の加工組立型３業種がﾌﾟﾗｽを維持したのに加え，今期は前期まで不振であった加

工組立型以外の業種の回復がみられる。しかし，先行きは９年１～３月期(同＝▲1.8)

には再び加工組立型以外の業種で悪化が予想されていることから全体でもﾏｲﾅｽに転じ，

４～６月期(同＝▲5.5)は一般機械もﾏｲﾅｽとなる予想もあり，下降傾向が予測されてい

る。非製造業では，前期(同＝▲6.3)の悪化から続き，今期(同＝▲5.3)も横這いと前回調

査の改善予測(同＝3.4)と反し，２期連続改善予想を裏切る形となった。先行き，９年

１～３月期(同＝▲7.0)，９年４～６月期(同＝▲12.3)は，２期続いた先行き回復見込み

から一転して悪化予想に転じてしまった。業種別には，今期は情報サービス業は依然

好調で，小売業，その他サービス業がﾌﾟﾗｽとなったが，その他の業種の不振が続き，

来期もその傾向が続き，９年４～６月期は小売業もﾏｲﾅｽを予想し全体での悪化につな

がっている。 

国内景気については，前期(同＝▲5.7)は７年10～12月期以来のﾏｲﾅｽとなり，今期は

自社業況，業界景気の若干の改善によって，B.S.I値は▲2.1と僅かながら回復したが，

先行きは９年１～３月期(同＝▲5.6)，４～６月期(同＝▲12.3)と業界景気と同様悲観的

な予想に転じている。 

企業規模別の景気見通し 

 項目 業界の景気見通し 国内の景気見通し 

 期 平成８年 平成８年 平成９年 平成９年 平成８年 平成８年 平成９年 平成９年

業種･規模  ７～９月期 10～12月期 １～３月期 ４～６月期 ７～９月期 10～12月期 １～３月期 ４～６月期

 全 産 業 -5.3 -0.3 -5.1 -9.8 -5.7 -2.1 -5.6 -12.3

 大企業 0.0 15.2 33.3 -20.0 -1.9 0.0 15.6 -13.3

 中堅企業 -7.2 -6.4 -15.5 -8.2 -8.2 -5.7 -11.4 -10.5

 中小企業 -11.8 3.4 -14.9 -9.2 -14.0 -3.6 -12.0 -19.3

 市外本社企業 2.7 -7.3 0.0 -5.5 7.2 5.8 -2.0 -3.9

 製 造 業 -3.7 8.1 -1.8 -5.5 -2.3 1.9 0.0 -10.5

 大企業 0.0 29.4 37.5 0.0 4.8 11.8 31.3 -6.3

 中堅企業 -11.8 -5.0 -10.0 -20.0 -11.8 0.0 0.0 0.0

 中小企業 -10.4 7.4 -16.7 -7.4 -9.1 -5.7 -13.5 -21.2

 市外本社企業 13.8 5.0 15.0 10.0 14.8 15.8 10.5 5.3

 非 製 造 業 -6.3 -5.3 -7.0 -12.3 -8.0 -4.4 -8.9 -13.4

 大企業 0.0 6.9 31.0 -31.0 -6.5 -6.9 6.9 -17.2

 中堅企業 -6.4 -6.7 -16.7 -5.6 -7.5 -6.8 -13.8 -12.6

 中小企業 -14.3 -3.0 -12.1 -12.1 -23.5 0.0 -9.7 -16.1

 市外本社企業 -4.5 -14.3 -8.6 -14.3 2.4 0.0 -9.4 -9.4

（注）１．Ｂ.Ｓ.Ｉ値とはBusiness Survey Index を略したもので景気の強弱感をあ

らわし，次の算式により求めている。Ｂ.Ｓ.Ｉ値＝（良い％－悪い％） 

平成８年７～９月期は前回調査による実績である。 
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〔売上高，経常利益，設備投資〕 
● 生産・売上高は,今期（B.S.I.値＝7.6）は景況調査開始以来最高値であった前期(7.5)

から横這いとなり,前回調査の予測(同＝7.5)とほぼ一致する結果となった。しかし，先行

きは９年１～３月期(同＝▲2.4)は前回調査ではﾌﾟﾗｽ(同＝4.2)予想となっていたが，一転して

ﾏｲﾅｽ予想となり，４～６月期(同＝▲9.4)は一層の悪化予想となっている。足下は前期予想結

果と一致し回復傾向を示しているが，先行きの予想は急に悲観的な見方となった。 

業種・規模別にみると，製造業では，今期（同＝11.6）は前回調査の予測(同＝14.6)か

ら若干下方修正したが，前期（同＝7.5）から増勢を強めている。業種別にも一般機械,電

機・精密等が増勢を維持し，輸送用機械もﾌﾟﾗｽに転じた。先行き９年１～３月期(同＝8.

9)は前回調査の予測(同＝5.3)より上方修正されているが,４～６月期(同＝▲7.3)は一転し

てほぼ全業種でﾏｲﾅｽの予想となっている。規模別では，今期は市外本社企業以外は改善

し，来期は中小企業でﾏｲﾅｽとなり，来々期は中小企業以外でﾏｲﾅｽ予測となっている。非

製造業では今期（同＝5.0）は前期（同＝7.4）から若干増勢を緩め，先行きは９年１～３

月期(同＝▲9.4)は製造業より１期先にﾏｲﾅｽに転じ，４～６月期(同＝▲10.8)は引き続きﾏｲﾅｽ

となる予想となっている。業種別には，今期，卸売業，小売業で増勢を強め，情報サー

ビス業でもﾌﾟﾗｽを維持したが，来期には卸売業，小売業でﾏｲﾅｽに転じるものと予測され

ている。規模別には今期は市外本社企業以外で改善が見られたが，来期は大企業以外でﾏ

ｲﾅｽ予測となっており，来々期は全規模でﾏｲﾅｽ予測となっている。 

増加・減少要因としては，今期は製造業では前期に続き，一般的需要，季節的需要

が増加要因となっている。非製造業では一般的需要が減少要因であるが季節的需要の

増加要因の方が強くなっている。来期は製造業では一般的需要の増加要因もほぼ剥落

し，非製造業では一般的需要，季節的需要ともに減少要因として残っている。 

B.S.I.値

S
62
年
Ⅲ

S
63
年
Ⅰ

元
年
Ⅰ
期

H
2
年
Ⅰ

H
3
年
Ⅰ

H
4
年
Ⅰ

H
5
年
Ⅰ

H
6
年
Ⅰ

H
7
年
Ⅰ

H
8
年
Ⅰ

H
9
年
Ⅰ

-50.0

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

前回調査

前々回調査

今回調査

生産・売上高見通しの推移（全産業）

 

期 平成８年７～９月期 平成８年10～12月期 平成９年１～３月期 平成９年４～６月期
項目 ＢＳＩ 増加 ほぼ 減少 ＢＳＩ 増加 ほぼ 減少 ＢＳＩ 増加 ほぼ 減少 ＢＳＩ 増加 ほぼ 減少

業種･規模   不変  不変 不変   不変
 全 産 業 7.5 35.8 35.8 28.4 7.6 36.4 34.7 28.9 -2.4 28.4 40.8 30.8 -9.4 23.8 43.0 33.2

 大企業 6.1 38.8 28.6 32.7 29.5 47.7 34.1 18.2 20.0 42.2 35.6 22.2 -19.0 21.4 38.1 40.5

 中堅企業 2.7 34.8 33.0 32.1 7.4 34.3 38.9 26.9 -7.4 25.0 42.6 32.4 -13.0 21.3 44.4 34.3

 中小企業 1.9 30.8 40.4 28.8 5.7 35.6 34.5 29.9 -8.0 23.0 46.0 31.0 -2.4 27.1 43.5 29.4

 市外本社企業 24.3 42.9 38.6 18.6 -7.7 32.7 26.9 40.4 -1.9 32.7 32.7 34.6 -5.9 25.5 43.1 31.4

 製 造 業 7.5 33.8 39.8 26.3 11.6 39.3 33.0 27.7 8.9 31.3 46.4 22.3 -7.3 23.6 45.5 30.9

 大企業 -15.8 21.1 42.1 36.8 31.3 50.0 31.3 18.8 18.8 37.5 43.8 18.8 -13.3 20.0 46.7 33.3

 中堅企業 5.9 35.3 35.3 29.4 19.0 38.1 42.9 19.0 9.5 23.8 61.9 14.3 -28.6 14.3 42.9 42.9

 中小企業 4.5 32.8 38.8 28.4 9.1 38.2 32.7 29.1 -3.6 25.5 45.5 29.1 1.9 27.8 46.3 25.9

 市外本社企業 30.0 43.3 43.3 13.3 -5.0 35.0 25.0 40.0 35.0 50.0 35.0 15.0 -5.0 25.0 45.0 30.0

 非 製 造 業 7.4 37.1 33.2 29.7 5.0 34.6 35.8 29.6 -9.4 26.7 37.2 36.1 -10.8 23.9 41.5 34.7

 大企業 20.0 50.0 20.0 30.0 28.6 46.4 35.7 17.9 20.7 44.8 31.0 24.1 -22.2 22.2 33.3 44.4

 中堅企業 2.1 34.7 32.6 32.6 4.6 33.3 37.9 28.7 -11.5 25.3 37.9 36.8 -9.2 23.0 44.8 32.2

 中小企業 -2.7 27.0 43.2 29.7 0.0 31.3 37.5 31.3 -15.6 18.8 46.9 34.4 -9.7 25.8 38.7 35.5

 市外本社企業 20.0 42.5 35.0 22.5 -9.4 31.3 28.1 40.6 -25.0 21.9 31.3 46.9 -6.5 25.8 41.9 32.3

● 経常利益は,今期（B.S.I.値＝▲4.8）は前期(同＝▲9.1)から若干回復し，ほぼ前回調査
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の予想(同＝▲4.0)に一致している。先行きは生産・売上の悪化を反映し，９年１～３

月期(同＝▲7.2)には再び悪化し，４～６月期(同＝▲22.3)には大幅な悪化が予想され

ている。 

業種・規模別にみると,製造業が前期からの生産･売上の増勢を反映し,今期(同＝4.5)

は前期(同＝▲10.0)の減益から増益に転じた。先行き９年１～３月期(同＝▲1.8)には加

工組立型以外の悪化によって再び減益に転じ，４～６月期(同＝▲22.2)は生産・売上の

減少予想からほぼ全業種でﾏｲﾅｽとなる大幅な減益予想となっている。規模別には，今

期は市外本社企業以外で増益となったが，来期は中堅，中小企業で減益となり，来々

期は全規模で減益予想となっている。 

非製造業では，今期(同＝▲10.7)は生産・売上が減少したことから改善となった前期

(同＝▲8.6)より若干悪化し，前回調査の増益予想(同＝▲7.1)の横這い予想からやや下方

修正された。先行き９年１～３月期(同＝▲10.7)は横這いでの推移が予想されているが，

４～６月期(同＝▲22.4)は生産・売上の落ち込みを反映し，大幅な減益予想となってい

る。業種別には，今期の悪化は情報サービス業の減益と小売業の増益超幅の縮小によ

るところが大きい。来期には小売業が減益に転じ，来々期にはほぼ全業種で減益が予

想されている。規模別には，今期は前期に続き大企業以外で減益となり来期もこの傾

向は同じであるが，来々期は全規模で減益予想となっている。 

増減要因としては，前期に続き，製造業では販売数量が増益要因，非製造業では減

益要因となっており，販売価格の低下はほぼ全業種で減益要因となっている。来期は

製造業では販売数量の増加は若干の増益要因となっているが，非製造業では販売数量

は大幅な減益要因となっている。 
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今回調査経常利益見通しの推移（全産業）

 
 期 平成８年４～６月期 平成８年７～９月期 平成８年10～12月期 平成９年１～３月期 
 項目 ＢＳＩ 増加 ほぼ 減少 ＢＳＩ 増加 ほぼ 減少 ＢＳＩ 増加 ほぼ 減少 ＢＳＩ 増加 ほぼ 減少

業種･規模   不変  不変 不変   不変
 全 産 業 -9.1 27.4 36.0 36.6 -4.8 30.0 35.2 34.8 -7.2 27.2 38.3 34.5 -22.3 16.7 44.3 39.0
 大企業 -2.1 33.3 31.3 35.4 11.6 39.5 32.6 27.9 20.5 43.2 34.1 22.7 -26.8 17.1 39.0 43.9
 中堅企業 -6.3 31.3 31.3 37.5 -2.8 28.7 39.8 31.5 -12.0 23.1 41.7 35.2 -26.9 13.0 47.2 39.8
 中小企業 -20.6 18.6 42.2 39.2 -3.4 30.7 35.2 34.1 -17.0 21.6 39.8 38.6 -16.7 19.0 45.2 35.7
 市外本社企業 -1.5 30.3 37.9 31.8 -25.5 23.5 27.5 49.0 -4.0 32.0 32.0 36.0 -18.4 20.4 40.8 38.8

 製 造 業 -10.0 25.4 39.2 35.4 4.5 36.6 31.3 32.1 -1.8 26.8 44.6 28.6 -22.2 13.9 50.0 36.1
 大企業 -31.6 15.8 36.8 47.4 18.8 43.8 31.3 25.0 18.8 37.5 43.8 18.8 -20.0 13.3 53.3 33.3
 中堅企業 0.0 29.4 41.2 29.4 19.0 38.1 42.9 19.0 -9.5 9.5 71.4 19.0 -42.9 4.8 47.6 47.6
 中小企業 -15.4 24.6 35.4 40.0 0.0 36.4 27.3 36.4 -10.9 27.3 34.5 38.2 -17.3 17.3 48.1 34.6
 市外本社企業 10.3 31.0 48.3 20.7 -10.0 30.0 30.0 40.0 15.0 35.0 45.0 20.0 -15.0 15.0 55.0 30.0

 非 製 造 業 -8.6 28.8 33.8 37.4 -10.7 25.8 37.6 36.5 -10.7 27.5 34.3 38.2 -22.4 18.4 40.8 40.8
 大企業 17.2 44.8 27.6 27.6 7.4 37.0 33.3 29.6 21.4 46.4 28.6 25.0 -30.8 19.2 30.8 50.0
 中堅企業 -7.4 31.6 29.5 38.9 -8.0 26.4 39.1 34.5 -12.6 26.4 34.5 39.1 -23.0 14.9 47.1 37.9
 中小企業 -29.7 8.1 54.1 37.8 -9.1 21.2 48.5 30.3 -27.3 12.1 48.5 39.4 -15.6 21.9 40.6 37.5
 市外本社企業 -10.8 29.7 29.7 40.5 -35.5 19.4 25.8 54.8 -16.7 30.0 23.3 46.7 -20.7 24.1 31.0 44.8
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設備投資の見通しは，今期(設備投資実施・計画率：41.1％)は前期(同＝40.1％)に続き２期

連続の微増となったが，前回調査での当期予測(同＝42.1％)より若干を下方修正された。

先行きは９年１～３月期(同＝44.2％)，４～６月期(同＝39.6％)は生産・売上，経常利益

の低下予測にも係わらず，計画としては高い水準となっている。 

業種・規模別でみると，製造業は前期(同50.4％)の回復基調から今期(同47.3％)は若

干低下しているが,これは前期回復した加工組立型製造業の低下によるもので，来期は

一般機械で増加計画となり，９年１～３月期(同＝53.2％)と高い計画値で,生産・売上,

経常利益の悪化にも係わらず４～６月期(同＝46.8％)も２期先の計画値としては高い値

となっており，前期実施率を上げた中小企業は今期は若干低下したが,来期以降は再び

計画率が高くなっている。非製造業は,３期連続の低下となった前期(同＝33.2％)から

今期(同＝37.3％)は４期振りの上昇となり，先行き９年１～３月期(同＝38.6％)もは引

き続き上昇計画で，４～６月期(同＝35.1％)も２期先の計画値としては高くなっており，

非製造業の設備投資もようやく回復してきた。 

投資目的をみると,製造業では，「合理化・省力化」(27.7％)が増加し１位を維持し，

「維持・補修」(23.4％)が増加し再び２位となり，前期に２位となった「研究開発」(13.

9％)が減少し，「受注・需要増対応」(13.9％)とともに３位となった。非製造業では「維

持・補修」（30.7％）が減少したが依然として１位で，次いで「受注・需要増対応」(26.

3％)が増加して２位を維持し，「合理化・省力化」(20.2％）も３位ながら増加した。 
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設備投資の動向（全産業）

 
 期 平成８年７～９月期 平成８年10～12月期 平成９年１～３月期 平成９年４～６月期 

 項目 実 施 実 施 実施企業 実 施 実 施 実施企業 計 画 計 画 計画企業 計 画 計 画 計画企業

業種･規模 企業数 比 率 ＢＳＩ 企業数 比 率 ＢＳＩ 企業数 比 率 ＢＳＩ 企業数 比 率 ＢＳＩ

全産業 128 40.1% 29.3 118 41.1% 6.5 126 44.2% 15.2 111 39.6% 5.1

 大企業 34 68.0% 24.2 33 71.7% -2.6 32 71.1% 2.7 29 65.9% -2.9

 中堅企業 32 30.5% 15.6 38 37.3% 17.5 38 36.9% 24.1 37 36.3% 5.1

 中小企業 27 27.3% 62.5 19 21.6% 7.3 25 29.1% 24.4 20 23.3% 8.6

 市外本社企業 35 53.8% 23.5 28 54.9% -3.1 31 60.8% 3.0 25 52.1% 10.3

製造業 65 50.4% 27.9 52 47.3% 0.0 58 53.2% 10.7 51 46.8% 2.9

 大企業 16 84.2% 12.5 15 88.2% -25.0 14 87.5% -6.7 13 81.3% -26.7

 中堅企業 9 52.9% 22.2 10 50.0% 13.3 10 47.6% 14.3 10 47.6% -6.7

 中小企業 21 31.8% 61.1 15 27.3% 6.1 21 38.9% 27.3 17 31.5% 17.9

 市外本社企業 19 70.4% 11.1 12 66.7% 0.0 13 72.2% -15.4 11 61.1% 16.7

非製造業 63 33.2% 30.6 66 37.3% 16.3 68 38.6% 18.9 60 35.1% 6.8

 大企業 18 58.1% 35.3 18 62.1% 13.0 18 62.1% 9.1 16 57.1% 15.0

 中堅企業 23 26.1% 13.0 28 34.1% 19.0 28 34.1% 27.5 27 33.3% 9.1

 中小企業 6 18.2% 66.7 4 12.1% 12.5 4 12.5% 12.5 3 5.6% -28.6

 市外本社企業 16 42.1% 37.5 16 48.5% -5.3 18 54.5% 15.0 14 46.7% 5.9
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〔在庫,価格,雇用人員,生産･営業用設備水準,資金繰り,労働時間の見通し〕 

完成品在庫判断では,今期(B.S.I.値＝1.5)は前期(同＝4.5)から過大感は弱まった。非

製造業では不足感が強まり，製造業では逆に中小企業を中心に過大感が強まっている。

先行きは，製造業ではほぼ横這いとなるが，非製造業では不足感が強まる予想となっ

ている。 

原材料在庫判断は，今期(同＝10.0)は製造業で横這い，非製造業で若干過大感へ転じ

ているが，来期は非製造業は横這いながら製造業で過大感が大幅に薄れる予測となっ

ている。 

完成品・原材料在庫判断 

 項目  完成品在庫   原材料在庫  

 期 平成８年 平成８年 平成９年 平成８年 平成８年 平成９年 

業種･規模 ７～９月期 10～12月期 １～３月期 ７～９月期 10～12月期 １～３月期 

 全 産 業 4.5 1.5 -3.3 9.5 10.0 4.1

 大企業 8.8 6.7 0.0 7.7 4.8 0.0

 中堅企業 3.2 -3.0 -8.2 4.5 8.3 7.1

 中小企業 4.9 14.5 6.5 11.0 13.8 3.4

 市外本社企業 2.2 -23.3 -16.7 13.9 7.7 3.8

 製 造 業 7.4 11.1 7.7 14.9 14.4 5.3

 大企業 0.0 6.3 6.7 5.0 6.3 0.0

 中堅企業 18.8 5.6 6.7 17.6 10.0 6.3

 中小企業 3.2 20.4 8.9 16.1 17.3 4.3

 市外本社企業 17.4 -6.3 6.3 18.2 18.8 12.5

 非 製 造 業 1.0 -8.2 -14.3 -1.7 1.8 1.9

 大企業 21.4 7.1 -7.1 16.7 0.0 0.0

 中堅企業 -2.1 -6.1 -13.0 -3.7 7.1 7.7

 中小企業 11.1 0.0 0.0 -18.2 0.0 0.0

 市外本社企業 -13.6 -42.9 -42.9 7.1 -10.0 -10.0

 

製品価格水準は,今期（同＝▲25.2)は，製造業でﾏｲﾅｽ超幅の縮小が続いたが，非製造

業では横這いからﾏｲﾅｽ超幅が拡大した。しかし，来期は両業種ともﾏｲﾅｽ幅の縮小が予

測され，７年末から続くﾏｲﾅｽ超幅の縮小傾向は維持していると思われる。 

原材料価格水準は，７年10～12月期から上昇になっていたが，前期（同＝▲7.1）は

一時的に下落し，今期（同＝3.0）は再び上昇となり，来期もﾌﾟﾗｽ超幅を拡大する予想

となり，上昇傾向は持続されている。 

製品・原材料価格判断 

 項目  製品価格   原材料価格  

 期 平成８年 平成８年 平成９年 平成８年 平成８年 平成９年 

業種･規模 ７～９月期 10～12月期 １～３月期 ７～９月期 10～12月期 １～３月期 

 全 産 業 -26.2 -25.2 -20.0 -7.1 3.0 5.1

 大企業 -24.3 -24.2 -18.8 -11.5 -22.7 -14.3

 中堅企業 -27.4 -29.3 -20.3 -14.6 10.2 10.4

 中小企業 -27.6 -21.5 -18.9 -3.8 9.1 6.7

 市外本社企業 -23.1 -25.0 -22.5 -2.3 -3.6 7.1

 製 造 業 -34.4 -28.0 -25.0 -6.3 1.0 3.1

 大企業 -40.0 -37.5 -26.7 -15.0 -25.0 -13.3

 中堅企業 -50.0 -36.8 -23.5 -17.6 10.5 16.7

 中小企業 -29.2 -24.5 -22.4 -1.5 7.5 2.1

 市外本社企業 -33.3 -21.1 -31.6 -4.0 -6.3 6.3

 非 製 造 業 -18.5 -22.8 -16.0 -8.6 6.6 8.3

 大企業 -5.9 -11.8 -11.8 0.0 -16.7 -16.7

 中堅企業 -22.1 -27.0 -19.4 -12.9 10.0 6.7

 中小企業 -22.7 -15.4 -12.0 -14.3 15.4 25.0

 市外本社企業 -14.3 -28.6 -14.3 0.0 0.0 8.3
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雇用人員の水準判断については，今期（B.S.I.値＝▲2.7）は，新規学卒者の雇用増に

よって８年４～６月期以降高まった過大感（前期；同＝8.3)から不足感へと転じ，来期

(同＝▲4.2)は不足感が強まると予測されている。製造業では今期から中小企業で不足

感が出て，来期は大企業以外で不足感となっており，非製造業では今期，来期と中堅

企業，中小企業で不足感が出ている。 

生産・営業用設備水準判断については，８年４～６月期に一時的に過大感が強まっ

たが，傾向として過大感が薄れ，今期（同＝0.4）はほぼ適正となり，来期も適正の予

測になっている。製造業では今期中小企業の不足感から全体でも不足感となり，来期

も全体的に不足感が出始め，非製造業では若干過大感が強まっているが，横這いの見

通しとなっている。 

雇用人員水準，生産・営業設備判断 

 項目  雇用人員水準  生産・営業設備 

 期 平成８年 平成８年 平成９年 平成８年 平成８年 平成９年 

業種･規模 ７～９月期 10～12月期 １～３月期 ７～９月期 10～12月期 １～３月期 

全 産 業 8.3 -2.7 -4.2 3.3 0.4 0.8

 大企業 18.5 17.8 9.3 13.0 9.8 8.1

 中堅企業 12.7 -10.9 -7.6 4.2 2.0 3.2

 中小企業 1.0 -12.5 -10.2 0.0 -7.4 -1.3

 市外本社企業 4.1 13.0 1.9 0.0 2.1 -6.5

製 造 業 8 3 1 8 -1 8 4 6 -4 6 -4 0

 大企業 19.0 23.5 20.0 31.6 17.6 15.4

 中堅企業 5.9 0.0 -10.0 17.6 0.0 0.0

 中小企業 4.6 -7.4 -3.7 -1.5 -15.4 -5.9

 市外本社企業 10.3 10.0 -5.0 -7.1 0.0 -16.7

 非 製 造 業 8.3 -5.4 -5.6 2.3 3.7 3.9

 大企業 18.2 14.3 3.6 0.0 4.2 4.2

 中堅企業 14.0 -13.3 -7.1 1.3 2.5 3.9

 中小企業 -5.6 -20.6 -20.6 3.6 6.9 7.4

 市外本社企業 0.0 14.7 6.1 5.0 3.4 0.0

資金繰りについては,今期（同＝▲7.0）は前期(同＝▲6.7)から若干の悪化となり，７

年10～12月期(同＝▲6.7）以下の水準となった。来期（同＝▲6.0）は製造業で改善がみ

られることからやや改善する予測となっている。両業種とも中小企業での改善の遅れ

がみられる。 

労働時間については，今期(同＝13.9)は製造業，非製造業とも大幅な増加となり，来

来期（同＝2.0）は生産・売上の低下にも係わらずやや増加する予想となっている。 

資金繰り，労働時間判断 

 項目  資金繰り   労働時間  

 期 平成８年 平成８年 平成９年 平成８年 平成８年 平成９年 

業種･規模 ７～９月期 10～12月期 １～３月期 ７～９月期 10～12月期 １～３月期 

全 産 業 -6.7 -7.0 -6.0 0.9 13.9 2.0

 大企業 0.0 4.8 2.4 -3.7 13.3 6.8

 中堅企業 -4.6 -1.9 -1.9 1.8 16.5 0.0

 中小企業 -16.7 -18.4 -17.4 1.0 11.4 0.0

 市外本社企業 0.0 -8.2 -2.0 2.7 13.0 5.6

製 造 業 -4 5 -5 5 -1 9 3 7 13 5 4 5

 大企業 0.0 0.0 0.0 0.0 11.8 18.8

 中堅企業 0.0 5.0 0.0 11.8 15.0 10.0

 中小企業 -9.0 -9.4 -7.7 7.4 14.8 1.9

 市外本社企業 0.0 -10.5 10.5 -6.9 10.0 -5.0

 非 製 造 業 -8.2 -8.0 -8.6 -1.0 14.1 0.5

 大企業 0.0 8.0 4.0 -6.1 14.3 0.0

 中堅企業 -5.4 -3.5 -2.3 0.0 16.9 -2.3

 中小企業 -31.4 -32.4 -32.4 -11.1 5.9 -3.0

 市外本社企業 0.0 -6.7 -10.0 9.1 14.7 11.8
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 ４．特別調査－企業の情報化投資について－各論  

 

今回は，90年代に入って盛んになってきた情報化投資に関して，ＬＡＮやインターネ

ットを中心に市内企業の取り組みについてアンケート調査を行った。 

 

                                         

 

1.売上，設備投資，情報投資の見込みと計画 

 

(1) 売上計画：平成８年は6.3％増の売上増加が見込まれ，９年度は製造業の増加率も高まり9.

6％増の売上増加を予定 

 

市内企業の平成８年度の売上の見込みは７年度比で6.3％増（回答212社）となってお

り，９年度は８年度比で9.6％増(回答176社)を見込んでいる。 

業種別でみると、製造業では８年度は輸送用機械でマイナスとなり，製造業全体でも3.

2％増と非製造業に比較すると増加率が低くなっている。９年度は輸送用機械は依然とし

て減少を見込んでいるが，電機・精密等が堅調な売上増を見込んでいるのに加え，一般

機械で大幅増を見込み，製造業では6.0％と８年度以上の増加見込みとなっている。非製

造業では８年度は運輸・倉庫業で大幅な減少見込みとなったほか建設業でもマイナスと

なっているが，情報サービス業で8.7％増と伸び非製造業でも8.0％増と高い増加見込み

となっている。９年度は運輸・倉庫業が増加，建設業も増加に転じる見通しとなり，非

製造業では11.7％増と高い増加見通しが続いている。 

規模別には８年度は中小企業が高い増加率を見込んでいるが，市外本社企業はマイナ

スとなり，９年度に入って市外本社企業は大幅な増加に転じ，中堅企業も増加するが，

市内の大企業，中小企業の増加率は８年度よりは低い。 

 

(2) 設備投資計画：平成８年，９年度と連続して二桁増の設備投資を計画している 

 

設備投資は８年度計画が７年度比で11.3％増とかなり高い増加率となっており，９年

度も８年度比で11.3％増と引き続き高い計画となっている。 

製造業では８年度は輸送用機械で減少見込みとなったが，電機・精密等で大幅な増加

見込みとなり，製造業では７年度比で11.9％増となり９年度は電機・精密等で増加率が

低下する計画ではあるが，鉄鋼・金属等で大幅に増加するため８年度比で12.4％と８年

度を上回る計画となっている。非製造業では，８年度は業種間の差異が大きいが７年度

比で10.9％増，９年度も若干増加率は低下するが８年度比で10.6％増と引き続き増加を

計画している。 

規模別には，中小企業において８年度は減少となっているが，９年度に増加見込みと

なるように，景気の回復が遅れていることが示されている。 
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(3) 情報化投資計画：情報化投資は，平成８年度，９年度とも設備投資より増加傾向が顕著 

 

情報化投資は，８年度計画が７年度比で38.6％増，９年度が８年度比で42.9％増とか

なり高い増加計画となっている。 

情報化投資額は，変動が大きいため業種別での判断は難しいが，製造業では８年度は

７年度比で40.5％増，９年度は８年度比で61.7％増となっているように，一部企業の大

量投資増によるところが大きくなっている。非製造業でも８年度は７年度比で38.2％増，

９年度は８年度比で29.7％増とかなり高い伸びを計画しているが，製造業より低くなっ

ている。 

規模別には設備投資と同様中小企業では９年度に増加傾向が大きくなっている。 

市内企業の売上，設備投資，情報化投資計画（対前年度比） 

売上 設備投資 情報化投資  

H8/H7 H9/H8 H8/H7 H9/H8 H8/H7 H9/H8 

回答数 212 176 150 143 154 136 

全産業 6.3% 9.6% 11.3% 11.3% 38.6% 42.9% 

製造業 3.2% 6.0% 11.9% 12.4% 40.5% 61.7% 

鉄鋼・金属等 4.2% 3.1% 7.0% 33.4% 6.2% 8.2% 

一般機械 0.6% 14.1% 6.3% 5.4% 9.7% 3.0% 

電機・精密等 6.3% 5.6% 33.6% 6.9% -9.2% 149.3% 

輸送用機械 -0.2% -0.1% -5.8% -1.2% 341.6% 29.5% 

非製造業 8.0% 11.7% 10.9% 10.6% 38.2% 29.7% 

建設業 -1.1% 3.9% 32.9% -4.3% 9.5% 8.1% 

運輸・倉庫業 -10.1% 46.4% -5.3% 52.5% 71.3% 41.3% 

卸売業 3.2% 5.2% 33.2% 4.7% 57.8% -17.5% 

小売業 1.0% 1.7% -14.9% -32.4% 109.9% 237.3% 

情報ｻｰﾋﾞｽ業 8.7% 13.0% 14.2% -0.5% 0.6% -6.7% 

大企業 2.6% 2.2% 12.3% -6.8% 60.1% 126.8% 

中堅企業 1.4% 3.7% 22.7% 8.5% 56.1% 6.7% 

中小企業 17.1% 8.1% -5.1% 15.2% 12.9% 70.7% 

市外本社 -0.1% 34.2% 15.9% 24.9% 30.6% 5.8% 

（表注）この設問では，各企業に平成７年度，８年度，９年度の売上，設備投資等の実績

と計画を記してもらっているが，上記の計算では前年度の値と当年度の値を記入

している企業を抽出し各年度の前年度比を計算し，増減の平均値を求めている。 
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2.ＯＡ機器の導入活用状況 

 

(1) ＯＡ機器の導入状況 

 

①ＯＡ機器の種類別導入状況：大企業，市外本社企業では100％がパソコンを導入。中小企業

でも８割以上の導入率 

 

市内企業のＯＡ機器の導入状況は，パソコン導入が94.0％とワープロ専用機(82.3％)

より高くなっており，ワークステーション(53.9％)，汎用機(48.2％)も半分近い企業で

導入されている。 

業種別には，各ＯＡ機器とも非製造業では若干製造業より導入率が低くなっているが，

ワープロは総じて低いものの，その他のＯＡ機器では卸売業以外はほぼ製造業と差異が

無い。 

規模別にみると，ワークステーション，汎用機は大企業，市外本社企業と中小，中堅

企業での導入率の差異はあるが，パソコンに関しては大企業，市外本社企業だけではな

く，中堅企業，中小企業においても導入率は高くなっている。 

 

ＯＡ機器の導入状況 

 回答企業数 ワープロ専

用機導入
パソコン

導入 

ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ

導入 
汎用機 

導入 

全産業 282 82.3 94.0 53.9 48.2 

製造業 103 86.4 95.1 57.3 49.5 

鉄鋼・金属等 15 86.7 93.3 60.0 33.3 

一般機械 17 94.1 88.2 70.6 64.7 

電機・精密等 24 91.7 95.8 62.5 54.2 

輸送用機械 14 85.7 100.0 35.7 64.3 

非製造業 179 79.9 93.3 52.0 47.5 

建設業 34 88.2 94.1 55.9 52.9 

運輸・倉庫業 21 71.4 100.0 66.7 52.4 

卸売業 30 73.3 86.7 50.0 40.0 

小売業 22 81.8 95.5 54.5 54.5 

情報ｻｰﾋﾞｽ業 21 76.2 100.0 57.1 47.6 

大企業 41 90.2 100.0 61.0 75.6 

中堅企業 107 81.3 97.2 59.8 48.6 

中小企業 83 77.1 83.1 36.1 30.1 

市外本社 51 86.3 100.0 64.7 54.9 
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②従業員一人あたりの導入台数：従業員一人あたり0.4台を導入している。従業員規模が小さ

い方が一人あたりの台数が多くなっている。 

ＯＡ機器の台数を従業員一人あたりでみると，ワープロは0.07台，パソコンが0.275台

等で合計すると従業員一人あたりのＯＡ台数は0.404台となる。 

業種別には，製造業では一般機械と電機・精密等では従業員一人あたり台数は0.5台を

超えており，鉄鋼・金属等，輸送用機械の２倍以上と業種別にかなり格差がある。非製

造業では情報サービス業で飛び抜けて高いが，その他は製造業ほど格差は大きくない。 

規模別には，中小企業で0.43台と多く，市外本社企業を除くと規模が小さくなるほど

一人あたりのＯＡ機器の台数は多くなっている。 

従業員一人あたりの導入台数 

 回答 

企業数 

ワープロ

専用機 
パソコン ﾜｰｸｽﾃｰｼｮ

ﾝ 

汎用機

 

OA機器計 

全産業 282 0.070 0.275 0.045 0.014 0.404 

製造業 103 0.054 0.242 0.047 0.013 0.356 

鉄鋼・金属等 15 0.042 0.087 0.018 0.001 0.148 

一般機械 17 0.098 0.318 0.104 0.043 0.563 

電機・精密等 24 0.064 0.443 0.043 0.011 0.561 

輸送用機械 14 0.019 0.148 0.027 0.017 0.211 

非製造業 179 0.080 0.293 0.044 0.014 0.431 

建設業 34 0.064 0.269 0.028 0.008 0.370 

運輸・倉庫業 21 0.036 0.143 0.045 0.015 0.240 

卸売業 30 0.071 0.273 0.061 0.030 0.435 

小売業 22 0.013 0.158 0.033 0.001 0.205 

情報ｻｰﾋﾞｽ業 21 0.155 0.709 0.064 0.018 0.947 

大企業 41 0.047 0.217 0.039 0.006 0.309 

中堅企業 107 0.065 0.258 0.055 0.015 0.394 

中小企業 83 0.104 0.278 0.032 0.014 0.428 

市外本社 51 0.052 0.391 0.052 0.020 0.515 

 

次の図は従業員規模と従業員一人あたりの台数の関係を見たのもであるが，上述のよ

うに従業員規模と従業者一人あたりのＯＡ機器台数には明らかに負の相関がみられ，従

業員規模の小さい企業の方が一人あたりのＯＡ機器台数は多いことが分かる。 

従業員規模と従業者一人あたりのＯＡ機器台数の関係 
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r=0.186 

 

また，下図は従業員一人あたりのワープロとパソコンの台数の関係を見たものである。
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明らかな関係は見てとれないが，一人あたりのパソコン台数が多い企業ではワープロ台

数が少なく，後述の目的の多様性から考えるとワープロがパソコンに代替されているこ

とが分かる。また，ワープロ台数が従業者数を上回っている企業はないが，パソコン台

数が従業者数を上回っているところはかなりみられ，導入の量の違いが顕著になってい

る。 

 

従業者一人あたりのパソコン台数とワープロ台数の関係 
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③ＯＡ機器を導入していない理由 

 

ＯＡ機器を導入していない企業は，中小企業の６社で，理由として「業務になじまな

い」，「知識不足」，「資金不足」を各１社ずつ上げているが，うち１社は導入を検討

している。 
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(2) 情報機器の活用方法：パソコンが広範囲な活用方法に 

 

情報機器の活用方法をみると，ワープロ専用機は「文書・資料作成」(75.7％)が主で，

一部「経営計画・企画・調査」(23.9％)，「情報共有」(22.1％)にも用いられている。

パソコンは「財務・会計管理」(66.3％)など調査12項目の中で８項目が40％以上と広範

囲な目的で活用されている。この違いが前述の導入台数に寄与している物と思われる。

対して，ワークステーション，汎用機は「財務・会計管理」や「受発注・仕入管理」な

ど管理機能に限られた活用方法となっている。 
 

情報機器の活用法（回答２７６社） 

 ワープロ専

用機 
パソコン ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ 汎用機 無し 

財務・会計管理 13.8 66.3 26.1 34.8 9.1 

給与管理 8.7 52.2 20.3 33.0 16.7 

販売管理 13.4 56.9 25.0 33.0 18.5 

受発注・仕入管理 5.8 40.6 25.4 32.6 26.8 

原価管理 6.5 42.8 18.5 27.9 33.3 

生産・工程管理 4.7 32.2 14.9 15.2 55.4 

設計監視 4.7 26.4 12.3 7.2 63.8 
経営計画・企画・調査 23.9 52.2 8.0 8.7 35.9 

研究開発 6.5 29.7 12.3 6.5 61.2 

文書・資料作成 75.7 64.5 6.2 0.0 5.1 

情報共有 22.1 46.7 18.8 7.2 39.1 

その他 8.3 13.0 4.3 1.8 78.3 

 

 

(3) 使用コンピュータソフト：「市販のパッケージソフト」，「自社開発ソフト」，「外部

委託開発」を用途に応じて使用 

 
使用するコンピュータソフトとしては，「市販のパッケージソフト」(60.5％；複数回答)，「自社開発ソ

フト」(53.3％)，「外部委託開発」(50.4％)の順となっている。 

業種別には，製造業では「自社開発ソフト」，非製造業では「市販のパッケージソフト」が比較的多くな

っている。 

規模別には，大企業，市外本社企業に比較すると中堅，中小企業では広範なソフトを使用していないが，

特に「自社開発ソフト」に関しては，大企業，市外本社企業では最も利用率の高いソフトとなっているが，

中堅，中小企業では２，３番目となっている。 

使用するコンピュータソフト（複数回答） 

 回答企業数 市販のパッ

ケージ 
外部委託

開発 

特定業種向

パッケージ
自社開発

ソフト

その他 無回答 

全産業 276 60.5 50.4 19.9 53.3 1.1 8.0
製造業 101 59.4 46.5 15.8 60.4 2.0 6.9
鉄鋼・金属等 14 35.7 57.1 14.3 64.3 0.0 7.1
一般機械 17 52.9 52.9 11.8 52.9 0.0 11.8
電機・精密等 24 83.3 41.7 8.3 79.2 4.2 4.2
輸送用機械 14 42.9 57.1 21.4 64.3 7.1 0.0
非製造業 175 61.1 52.6 22.3 49.1 0.6 8.6
建設業 33 66.7 45.5 33.3 54.5 0.0 6.1
運輸・倉庫業 21 57.1 66.7 14.3 57.1 0.0 14.3
卸売業 30 43.3 60.0 26.7 30.0 0.0 20.0
小売業 21 57.1 57.1 19.0 66.7 0.0 9.5
情報ｻｰﾋﾞｽ業 21 71.4 23.8 19.0 66.7 0.0 4.8
大企業 41 61.0 53.7 22.0 68.3 2.4 4.9
中堅企業 107 57.9 57.0 26.2 42.1 0.0 7.5
中小企業 77 51.9 40.3 15.6 40.3 1.3 14.3
市外本社 51 78.4 49.0 11.8 84.3 2.0 2.0
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(4) 情報管理システムの満足度：「安全度・信頼性」の満足度が高く，「経営戦略へ

の活用」に対しては満足度が低い 

情報管理システムの満足度としては，「安全度，信頼性」が最も満足度が高く，次い

で「費用対効果」となっており，「従業員の活用度」は満足と不満足が半々となり，

「プログラムの修正拡張性」は若干の不満で，「経営戦略への活用」に対しては不満が

大きくなっている。 

業種別には概ね製造業では満足度が低く，「従業員の活用度」への不満も出ている。 

規模別には，「安全度・信頼性」は各規模で満足度が高く，「経営戦略への活用」は

各規模で不満が大きいのに対し，「費用対効果」は大企業で満足度が低く，「プログラ

ムの修正拡張性」は市外本社企業でかなりの不満となり，「従業員の活用度」では大企

業，中小企業で不満となっているのが特徴となっている。 

 

情報管理システムの満足度 

 回答企業数 安全度

信頼性

費用 

対効果

従業員の

活用度

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの

修正拡張性 
経営戦略

への活用 

全産業 276 0.71 0.21 0.03 -0.05 -0.44 

製造業 101 0.51 0.11 -0.20 -0.06 -0.53 

鉄鋼・金属等 14 0.43 -0.14 -0.36 -0.29 -0.43 

一般機械 17 1.06 0.50 0.06 0.27 0.31 

電機・精密等 24 0.27 0.29 0.05 -0.27 -0.40 

輸送用機械 14 0.43 -0.36 -0.64 -0.21 -0.79 

非製造業 175 0.83 0.26 0.16 -0.05 -0.40 

建設業 33 0.84 -0.13 -0.06 -0.34 -0.65 

運輸・倉庫業 21 1.00 0.55 0.70 0.05 -0.20 

卸売業 30 0.89 0.61 0.17 -0.11 -0.41 

小売業 21 0.48 0.29 0.00 -0.10 -0.21 

情報ｻｰﾋﾞｽ業 21 1.00 0.21 0.16 0.44 -0.58 

大企業 41 0.78 0.05 -0.10 0.00 -0.50 

中堅企業 107 0.71 0.16 0.22 0.05 -0.46 

中小企業 77 0.70 0.31 -0.23 -0.12 -0.39 

市外本社 51 0.67 0.27 0.10 -0.22 -0.45 

（表注）「満足」を２点，「やや満足」を１点，「やや不満」を－１点，「不満」を－２点とした平均点 
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(5) 情報化投資の目的と評価：「事務の効率化・迅速化」目的が多く評価も高いが，大企業，

市外本社企業では「情報伝達機能の強化」目的も多い 

 

情報化投資の目的としては「事務の効率化・迅速化」が93.8％(複数回答)と飛び抜け

ており,次いで「経費削減」(66.3％)，「顧客・技術情報等のデータベース化」(62.0％)，

「営業力強化」，「情報伝達機能の強化」(共に56.5％)等が主となっている。 

規模別としては，他の項目にはそれほどの格差はないが，「情報伝達機能の強化」を

大企業，市外本社企業では８割程度が目的として上げているのに対し，中堅・中小企業

では４割強となっている。 

また，これらの評価に関しては「事務の効率化・迅速化」の評価が高いが，その他は

評価が低く，特に「社外情報の収集」の評価は低い。規模別には，「事務の効率化・迅

速化」以外で中堅・中小企業の評価が低く，特に目的としても格差があった「情報伝達

機能の強化」では大企業，市外本社企業は評価が高いのに対し，中堅・中小企業では評

価が低くなっている 

 

情報化投資の評価 

事務の効率

化・迅速化 

経費削減 顧客・技術情

報等のＤＢ化
営業力強化 情報伝達機

能の強化 

社外情報 

収集 

競合企業と

の差別化

 回答企

業数 

目的 評価 目的 評価 目的 評価 目的 評価 目的 評価 目的 評価 目的 評価

全産業 276 93.8 0.60 66.3 -0.02 62.0 -0.12 56.5 -0.35 56.5 -0.04 36.6 -0.64 39.5 -0.33

製造業 101 95.0 0.40 72.3 -0.11 60.4 -0.37 59.4 -0.63 61.4 -0.11 38.6 -0.97 38.6 -0.63

鉄鋼・金属等 14 100.0 0.15 71.4 -0.67 57.1 -0.63 50.0 -0.86 57.1 -0.50 35.7 -1.40 35.7 -1.00

一般機械 17 82.4 0.86 76.5 0.08 64.7 0.09 76.5 -0.15 52.9 0.56 52.9 -0.67 58.8 0.00

電機・精密等 24 95.8 0.36 58.3 0.00 54.2 -0.08 45.8 -0.50 62.5 0.29 37.5 -0.63 33.3 -0.57

輸送用機械 14 92.9 0.31 71.4 0.00 57.1 -0.75 57.1 -1.00 71.4 -0.10 35.7 -0.40 21.4 -1.67

非製造業 175 93.1 0.72 62.9 0.04 62.9 0.01 54.9 -0.18 53.7 0.01 35.4 -0.43 40.0 -0.17

建設業 33 90.9 0.77 63.6 -0.52 66.7 -0.14 57.6 -0.74 63.6 -0.19 48.5 -0.33 42.4 -0.43

運輸・倉庫業 21 90.5 0.79 76.2 0.00 47.6 -0.10 38.1 0.00 47.6 -0.20 19.0 0.50 52.4 0.73

卸売業 30 83.3 0.92 66.7 0.65 50.0 -0.20 50.0 -0.27 46.7 -0.14 33.3 -0.70 36.7 -0.18

小売業 21 100.0 0.40 66.7 0.00 71.4 0.20 71.4 0.27 57.1 0.00 42.9 -0.44 47.6 -0.40

情報ｻｰﾋﾞｽ業 21 90.5 0.84 38.1 0.63 57.1 0.00 42.9 0.22 57.1 0.83 33.3 -0.43 33.3 -0.57

大企業 41 95.1 0.44 75.6 -0.06 75.6 0.23 58.5 -0.13 82.9 0.03 41.5 -0.47 36.6 -0.33

中堅企業 107 96.3 0.67 66.4 0.00 57.9 -0.13 58.9 -0.40 43.0 -0.13 34.6 -0.64 43.0 -0.17

中小企業 77 85.7 0.50 62.3 -0.17 54.5 -0.45 57.1 -0.59 45.5 -0.37 32.5 -0.88 37.7 -0.41

市外本社 51 100.0 0.72 64.7 0.19 70.6 -0.03 49.0 0.00 80.4 0.30 43.1 -0.48 37.3 -0.61

（表注）評価は「満足」を２点，「やや満足」を１点，「やや不満」を－１点，「不満」を－２点とした平均点 
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3. パソコンＬＡＮの構築に関して 
 

(1) パソコンＬＡＮの構築状況：大企業では８割が既に構築し，中堅・中小企業でも検討して

いる企業が多い 

 

パソコンＬＡＮは43.6％の企業で既に構築しており,汎用機等での構築を加えると46.4％

の企業でＬＡＮが構築されている。また，41.8％の企業で将来的には検討しているとし

ており，ＬＡＮに対する関心も非常に高いといえる。 

業種別には若干製造業の方が構築率が低くなっていえるが「将来的に検討する」を含

めると同程度である。 

規模別には大企業では82.9％（汎用機含む）が既に構築しており，「将来的に検討す

る」を含めると97.5％と非常に高い。中堅企業では現状では41.1％（汎用機含む）と大

企業より低いものの，「将来的に検討する」を含めると87.9％と関心は高い。中小企業

でも現状では20.5％（汎用機含む）と低いものの「将来的に検討する」を含めると78.

3％とこちらも関心は高い。 

構築時期としては，大企業では1992年頃から徐々に増加し，市外本社企業，中堅企業

では94，95年頃から増加し，中小企業では96年からが主となっており，計画は97年前後

と近年が多くなっている。 

パソコンＬＡＮの構築状況 

 回答企業数 構築して

いる 

汎用機等

で構築

将来的に

は検討

検討しな

い 

無回答 

全産業 282 43.6 2.8 41.8 8.5 3.2 

製造業 103 39.8 2.9 44.7 8.7 3.9 

鉄鋼・金属等 15 26.7 0.0 66.7 6.7 0.0 

一般機械 17 23.5 11.8 41.2 23.5 0.0 

電機・精密等 24 50.0 4.2 37.5 4.2 4.2 

輸送用機械 14 64.3 0.0 28.6 0.0 7.1 

非製造業 179 45.8 2.8 40.2 8.4 2.8 

建設業 34 50.0 2.9 41.2 5.9 0.0 

運輸・倉庫業 21 47.6 4.8 38.1 4.8 4.8 

卸売業 30 30.0 3.3 50.0 10.0 6.7 

小売業 22 50.0 4.5 31.8 13.6 0.0 

情報ｻｰﾋﾞｽ業 21 71.4 0.0 19.0 9.5 0.0 

大企業 41 80.5 2.4 14.6 2.4 0.0 

中堅企業 107 38.3 2.8 48.6 7.5 2.8 

中小企業 83 18.1 2.4 57.8 14.5 7.2 

市外本社 51 66.7 3.9 23.5 5.9 0.0 

パソコンＬＡＮの構築状況 
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（図注）構築時期を累積して，構築状況を算出した。 
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(2) ＬＡＮを構築していない理由：「メリットが明かでない」が主であり，ＬＡＮの評価待ち

の姿勢 

 

ＬＡＮを構築していない理由としては，「メリットが明かではない」が25.4％と最も

多く，次いで「コストがかかる」(20.4％)，「人材がいない」(19.0％)の順となってい

る。 

業種別には，製造業で「メリットが明かではない」が若干多くなっている。 

 

現状でＬＡＮを構築していない理由 

 回答企業

数 

メリットが

明確でない
コストが

かかる

人材が

いない

業務にな

じまない

その他 無回答 

全産業 142 25.4 20.4 19.0 5.6 7.7 46.5

製造業 55 32.7 21.8 20.0 3.6 3.6 45.5

非製造業 87 20.7 19.5 18.4 6.9 10.3 47.1

大企業 7 28.6 42.9 28.6 0.0 0.0 42.9

中堅企業 60 25.0 18.3 21.7 3.3 6.7 46.7

中小企業 60 31.7 21.7 16.7 10.0 8.3 41.7

市外本社 15 0.0 13.3 13.3 0.0 13.3 66.7

 

(3) 現在使用しているＬＡＮの評価：約６割が高い評価だが，構築率の高い大企業で若干評価

が低い 

 
現在使用しているＬＡＮについては，「満足」が12.2％で「やや満足」(49.6％)を含

めると61.8％が高い評価を得ている。製造業では「満足」は非製造業よりも多いが評価

はやや低く，規模別には大企業は構築率が高いのに評価が低く，市外本社企業は構築率

が高く評価が高いという対称的となっている。これは，市外本社企業は事務系職員比率

が高く情報機器を積極的に利用している職員比率も高いが，大企業はこの二つの比率が

ともに市外本社企業，中堅企業より低く，ＬＡＮの利用に関するネットワーク効果が少

ないためと思われる。 

 

現在使用しているＬＡＮの評価 

 回答 

企業数 
満足 やや満足 やや不満 不満 無回答 評価 

全産業 131 12.2 49.6 29.0 3.1 6.1 0.415

製造業 44 15.9 45.5 29.5 4.5 4.5 0.405

鉄鋼・金属等 4 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.000

一般機械 6 0.0 83.3 0.0 0.0 16.7 1.000

電機・精密等 13 23.1 38.5 30.8 0.0 7.7 0.583

輸送用機械 9 33.3 22.2 33.3 11.1 0.0 0.333

非製造業 87 10.3 51.7 28.7 2.3 6.9 0.420

建設業 18 5.6 44.4 50.0 0.0 0.0 0.056

運輸・倉庫業 11 18.2 36.4 36.4 9.1 0.0 0.182

卸売業 10 20.0 40.0 10.0 10.0 20.0 0.625

小売業 12 8.3 50.0 33.3 0.0 8.3 0.364

情報ｻｰﾋﾞｽ業 15 13.3 53.3 26.7 0.0 6.7 0.571

大企業 34 8.8 50.0 38.2 2.9 0.0 0.235

中堅企業 44 20.5 38.6 25.0 6.8 9.1 0.450

中小企業 17 5.9 52.9 35.3 0.0 5.9 0.313

市外本社 36 8.3 61.1 22.2 0.0 8.3 0.606

（表注）評価は「満足」を２点，「やや満足」を１点，「やや不満」を－１点，「不満」を－２点とした平均点 
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(4) ＬＡＮ導入のメリット：「情報の共有化」と「日常業務のスピード化」にメリットを感じ

ているが，中小企業では「日常業務のスピード化」が少ない 

 

ＬＡＮ導入のメリットとしては，「情報の共有化」（80.9％）と「日常業務のスピー

ド化」(68.7％)を挙げる企業が多く，以下は「社員の有効活用」(29.0％)，「コスト削

減」(25.2％)，「経営戦略向上」(19.1％)などが20％前後で続いている。 

業種別には，「情報の共有化」と「日常業務のスピード化」は製造業の方が高いが，

その他は非製造業で比較的高くなっている。 

規模別にはそれほど特徴は見られないが，「日常業務のスピード化」が中小企業で低

くなっている。 

 

ＬＡＮ導入のメリット 

 回答企業数 情報の共

有化 

日常業務の

スピード化
社員の有

効活用

コスト

削減 

経営戦略

向上 

システム要

員の削減 
その他 無回答

全産業 131 80.9 68.7 29.0 25.2 19.1 7.6 0.8 5.3

製造業 44 90.9 70.5 22.7 22.7 15.9 4.5 2.3 2.3

鉄鋼・金属等 4 100.0 75.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

一般機械 6 83.3 50.0 16.7 16.7 16.7 0.0 0.0 16.7

電機・精密等 13 92.3 69.2 38.5 23.1 30.8 7.7 0.0 0.0

輸送用機械 9 88.9 77.8 22.2 44.4 0.0 0.0 0.0 0.0

非製造業 87 75.9 67.8 32.2 26.4 20.7 9.2 0.0 6.9

建設業 18 88.9 72.2 33.3 22.2 16.7 11.1 0.0 0.0

運輸・倉庫業 11 63.6 63.6 18.2 45.5 9.1 0.0 0.0 9.1

卸売業 10 60.0 90.0 70.0 40.0 40.0 40.0 0.0 10.0

小売業 12 83.3 58.3 25.0 41.7 8.3 0.0 0.0 8.3

情報ｻｰﾋﾞｽ業 15 80.0 53.3 33.3 13.3 20.0 0.0 0.0 6.7

大企業 34 88.2 79.4 17.6 26.5 11.8 5.9 0.0 0.0

中堅企業 44 68.2 68.2 34.1 27.3 27.3 9.1 0.0 9.1

中小企業 17 88.2 41.2 29.4 11.8 17.6 11.8 5.9 5.9

市外本社 36 86.1 72.2 33.3 27.8 16.7 5.6 0.0 5.6
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(5) ＬＡＮ導入のデメリット：デメリットは「セキュリティの問題」，「人材の不足」，「保

守料の増加」，「ソフトの信頼性」に分散 

 

ＬＡＮ導入のデメリットは,｢セキュリティの問題」(36.6％),「人材の不足」(27.5％)，

｢ソフト等の信頼性」,「保守料の増加」 (ともに25.2％),「教育コストの増加」(16.

0％)に分散されている。 

業種別には製造業ではＬＡＮ構築率の高い電機・精密等と輸送用機械で「セキュリテ

ィの問題」などデメリットを挙げる割合が高く，構築率の低い一般機械等ではデメリッ

トを挙げる割合が少ない。対して，構築率が比較的高い非製造業ではデメリットが無い

とする割合が高いが，その中で「セキュリティの問題」は比較的低く，「保守料の増

加」が高くなっている。 

規模別にみると構築率の低い中小企業ではデメリットが無いとする割合が低くなって

いる点と，中堅企業では「教育コストの増加」が低いものの「人材の不足」が高く他と

若干異なっているのが特徴として上げられる。 

 

ＬＡＮ導入のデメリット 

 回答企業数 特にない セキュリ

ティ問題

人材の不

足 

ソフト等

の信頼性

保守料の

増加 

教育コス

トの増加 

その他 無回答

全産業 131 17.6 36.6 27.5 25.2 25.2 16.0 7.6 6.1
製造業 44 11.4 47.7 36.4 27.3 18.2 22.7 6.8 6.8
鉄鋼・金属等 4 25.0 50.0 75.0 25.0 25.0 50.0 0.0 0.0
一般機械 6 16.7 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3
電機・精密等 13 7.7 53.8 15.4 38.5 0.0 15.4 7.7 0.0
輸送用機械 9 0.0 66.7 44.4 22.2 33.3 44.4 11.1 0.0
非製造業 87 20.7 31.0 23.0 24.1 28.7 12.6 8.0 5.7
建設業 18 22.2 50.0 27.8 22.2 27.8 16.7 11.1 0.0
運輸・倉庫業 11 18.2 18.2 27.3 36.4 18.2 9.1 18.2 0.0
卸売業 10 30.0 10.0 20.0 0.0 40.0 20.0 0.0 10.0
小売業 12 16.7 50.0 25.0 25.0 25.0 8.3 8.3 8.3
情報ｻｰﾋﾞｽ業 15 20.0 40.0 13.3 46.7 26.7 6.7 6.7 6.7
大企業 34 14.7 50.0 23.5 32.4 23.5 23.5 5.9 0.0
中堅企業 44 25.0 27.3 34.1 20.5 27.3 6.8 9.1 6.8
中小企業 17 5.9 41.2 17.6 17.6 23.5 17.6 5.9 11.8
市外本社 36 16.7 33.3 27.8 27.8 25.0 19.4 8.3 8.3
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4.インターネット利用に関して 
 

(1) インターネットの利用状況：既に40％近い企業で利用しており，中堅・中小企業でも30％

近い企業で利用を検討している 

 

インターネットの利用状況としては，39.7％が現在利用しており，「具体的な利用計画

がある」(5.3％)は少ないものの，「検討している」(28.0％)企業を含めると７割の企業で

何らかの対応をとっている。これもＬＡＮと同様現状では非製造業で利用率が高くなって

いるが，検討中を含めると製造業でも関心が高い。規模別には大企業，市外本社企業では

既に半分以上，中堅・中小企業でも２，３割の企業で利用していると共に，今後検討す

る企業が３割を超えている。 

利用率の推移を見ると，96年から急速に上昇していることが分かり，96年３月の特別

調査時点では全産業で17.5％だったが，96年中には42.8％（96年中に計画している企業

を加えたので上記の現状より多くなる）に達している。 

業種別には，現状で利用率の高い非製造業では95年から既に製造業より高く，規模別

には96年初まで大企業と市外本社企業はほぼ同程度であったが，96年中に大企業での利

用率が急速に高まってことが分かる。中小企業では96年は未だ26.7％と低いが，本年中

の利用計画が多くなっている。 

具体的な利用計画の時期を回答している企業は１２社しかないが，うち１社は８年内

に利用するとしており９年が９社と早い時期の利用が検討されている。 

インターネット利用状況 
()は前回調査 

 回答企業数 利用して

いる 

具体的利

用計画

検討中 利用検討

無し 

無回答 

全産業 282 39.7 5.3 28.0 21.6 5.3 
製造業 103 34.0 5.8 31.1 23.3 5.8 
鉄鋼・金属等 15 26.7 6.7 26.7 40.0 0.0 
一般機械 17 23.5 11.8 41.2 17.6 5.9 
電機・精密等 24 54.2 4.2 12.5 16.7 12.5 
輸送用機械 14 28.6 7.1 50.0 14.3 0.0 
非製造業 179 43.0 5.0 26.3 20.7 5.0 
建設業 34 55.9 5.9 20.6 11.8 5.9 
運輸・倉庫業 21 38.1 0.0 19.0 38.1 4.8 
卸売業 30 16.7 3.3 43.3 30.0 6.7 
小売業 22 40.9 9.1 22.7 27.3 0.0 
情報ｻｰﾋﾞｽ業 21 71.4 4.8 14.3 9.5 0.0 
大企業 41 65.9 2.4 19.5 12.2 0.0 
中堅企業 107 36.4 5.6 30.8 23.4 3.7 
中小企業 83 24.1 4.8 34.9 26.5 9.6 
市外本社 51 51.0 7.8 17.6 17.6 5.9 

インターネットの利用率の推移 
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（図注）利用開始時期を累積して，利用率を算出した。 
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(2) インターネット利用のメリット：「情報収集の効率向上」が大企業，市外本社企業で意識 

 
インターネット利用のメリットとしては「情報収集の効率化」が70.9％と飛び抜けて

高く，次いで「会社ＰＲ効果向上」(39.8％)，「日常業務のスピード化」(20.9％)，

「消費者等からの意見収集」(10.2％)と続いている。 

業種別に差異はそれほど無いが，製造業の特に加工組立型で「コスト削減」が15％以

上の企業でメリットとしており，利用率の高い電機・精密等では「情報収集の効率化」，

「会社ＰＲ効果の向上」などが他の業種より高くなっているが，「日常業務のスピード

化」が低くなっている。 

規模別には，「情報収集の効率化」は大企業，市外本社企業で若干高くなっている。

また，「会社ＰＲ効果向上」は市外本社企業では低くなっているのが特徴的で，また値

は低いが「新人採用が容易」が中堅企業や中小企業で若干高い。 

インターネット利用のメリット 

 回答企業

数 

情報収集

の効率化 

会社ＰＲ

効果向上

日常業務の

スピード化

消費者等の

意見収集
コスト 

削減 

新人採用

が容易 

その他 無回答

全産業 206 70.9 39.8 20.9 10.2 8.7 5.3 6.3 9.2
製造業 73 71.2 42.5 23.3 11.0 12.3 6.8 2.7 6.8
鉄鋼・金属等 9 77.8 55.6 33.3 0.0 11.1 0.0 0.0 0.0
一般機械 13 53.8 46.2 30.8 7.7 15.4 7.7 7.7 0.0
電機・精密等 17 88.2 58.8 17.6 11.8 17.6 17.6 0.0 5.9
輸送用機械 12 58.3 25.0 25.0 0.0 16.7 8.3 0.0 8.3
非製造業 133 70.7 38.3 19.5 9.8 6.8 4.5 8.3 10.5
建設業 28 85.7 35.7 14.3 3.6 7.1 7.1 3.6 10.7
運輸・倉庫業 12 66.7 33.3 25.0 8.3 8.3 0.0 8.3 8.3
卸売業 19 57.9 31.6 15.8 15.8 15.8 5.3 10.5 21.1
小売業 16 75.0 37.5 25.0 18.8 0.0 0.0 18.8 0.0
情報ｻｰﾋﾞｽ業 19 73.7 42.1 21.1 0.0 5.3 5.3 10.5 0.0
大企業 36 72.2 44.4 22.2 19.4 8.3 2.8 5.6 5.6
中堅企業 78 66.7 38.5 23.1 7.7 7.7 7.7 7.7 9.0
中小企業 53 66.0 43.4 17.0 11.3 9.4 5.7 5.7 11.3
市外本社 39 84.6 33.3 20.5 5.1 10.3 2.6 5.1 10.3

 

(3) インターネット利用のデメリット：「通信料金の増加」と「セキュリティの問題」が問

題 

 
インターネット利用のデメリットとしては「通信料金の増加」(46.1％)，「セキュリ

ティの問題」(38.8％)が主となっており，以下「ホームページの作成費」(18.4％)，

「保守料の増加」(10.7％)，「情報収集コストの上昇」(8.7％)となっている。 

規模別には，大企業でデメリットを挙げる企業が多くなっている。 

インターネット利用のデメリット 

 回答企業数 特にない 通信料金

の増加

セキュリ

ティ問題

ＨＰ作成費

用の増加
保守料の

増加 

情報収集コ

スト上昇 
その他 無回答

全産業 206 17.0 46.1 38.8 18.4 10.7 8.7 1.5 11.2
製造業 73 21.9 41.1 38.4 15.1 16.4 8.2 2.7 11.0
鉄鋼・金属等 9 22.2 55.6 44.4 11.1 22.2 0.0 0.0 11.1
一般機械 13 23.1 15.4 23.1 15.4 15.4 7.7 7.7 15.4
電機・精密等 17 17.6 64.7 41.2 17.6 11.8 11.8 0.0 5.9
輸送用機械 12 25.0 41.7 41.7 8.3 8.3 8.3 0.0 8.3
非製造業 133 14.3 48.9 39.1 20.3 7.5 9.0 0.8 11.3
建設業 28 10.7 50.0 46.4 10.7 3.6 7.1 0.0 14.3
運輸・倉庫業 12 16.7 66.7 41.7 16.7 0.0 8.3 0.0 8.3
卸売業 19 15.8 42.1 26.3 26.3 5.3 21.1 0.0 26.3
小売業 16 25.0 62.5 31.3 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0
情報ｻｰﾋﾞｽ業 19 10.5 57.9 42.1 36.8 5.3 15.8 5.3 0.0
大企業 36 5.6 66.7 47.2 22.2 11.1 2.8 0.0 8.3
中堅企業 78 19.2 47.4 38.5 20.5 10.3 12.8 1.3 7.7
中小企業 53 22.6 35.8 22.6 20.8 11.3 7.5 3.8 17.0
市外本社 39 15.4 38.5 53.8 7.7 10.3 7.7 0.0 12.8
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(4) インターネット活用状況：中堅・中小企業では「とりあえず利用して様子をみている」が

多いが，大企業，市外本社企業では「ホームページを作成して

ＰＲに使用」や「取引先との打ち合わせ等に利用」といった具

体的活用がみられる 

 

インターネット活用方法としては「とりあえず利用して様子をみている」が63.8％(複

数回答）と最も多いが，具体的には「ホームページを作成してＰＲに使用」(34.5％)，

「取引先との打ち合わせ等に利用」(28.4％)，「社員個々に任せる」(27.6％)などと多

様な活用方法となっている。 

業種別には製造業が「取引先との打ち合わせ等に利用」が多く，非製造業では「ホー

ムページを作成してＰＲに使用」が多くなっている。 

規模別には大企業，市外本社企業では「ホームページを作成してＰＲに使用」や「取

引先との打ち合わせ等に利用」といった具体的な活用法が多いが中堅・中小企業では

「とりあえず利用して様子をみている」割合が多い。 

 

インターネットの活用状況 

 回答企業数 とりあえず

様子を見る 
ＨＰ作成

しＰＲ

取引先と

の連絡

社員に任

せる 

外部ＤＢに

アクセス 
自社の情

報提供 

その他

全産業 116 63.8 34.5 28.4 27.6 21.6 18.1 2.4

製造業 36 55.6 30.6 33.3 22.2 22.2 22.2 2.7

鉄鋼・金属等 4 50.0 50.0 25.0 0.0 50.0 0.0 0.0

一般機械 4 50.0 0.0 50.0 0.0 25.0 25.0 0.0

電機・精密等 13 46.2 38.5 46.2 23.1 30.8 38.5 5.9

輸送用機械 5 60.0 40.0 40.0 20.0 20.0 20.0 8.3

非製造業 80 67.5 36.3 26.3 30.0 21.3 16.3 2.3

建設業 19 68.4 26.3 26.3 36.8 21.1 15.8 7.1

運輸・倉庫業 9 66.7 11.1 44.4 11.1 22.2 0.0 0.0

卸売業 6 100.0 16.7 16.7 16.7 16.7 16.7 0.0

小売業 10 60.0 50.0 30.0 40.0 20.0 20.0 0.0

情報ｻｰﾋﾞｽ業 15 60.0 40.0 33.3 46.7 20.0 26.7 0.0

大企業 28 53.6 42.9 42.9 21.4 21.4 21.4 2.8

中堅企業 42 76.2 21.4 14.3 28.6 11.9 14.3 3.8

中小企業 20 70.0 35.0 25.0 25.0 25.0 5.0 0.0

市外本社 26 50.0 46.2 38.5 34.6 34.6 30.8 2.6
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5.情報化投資の推移と体制 
 

(1) 情報化投資の推移と計画：現状より一層の増加が予想され，特に現状ではそれほど増加傾

向にない中小企業でかなり増加が予想されている。 

 

情報化投資の推移としては半分以上の企業で増加傾向にあるとしており，今後は一層増

加するという見通しとなっている。 

業種別にみると，現状では製造業より非製造業の方が若干増加を指摘する企業が多くな

っているが，今後の傾向としてはほぼ同程度である。 

また，規模別には現状では市外本社企業では増加しているとする企業がかなり多く，中

堅・中小企業ではやや少ないが，今後の予測に関しては現状より規模間格差が小さくなり，

中堅・中小企業でも増加を予測する企業が多くなっている。これは前述の最近の情報化投

資額の推移やＬＡＮ構築状況，インターネット利用状況からも判断できる。現状では業種

では非製造業，規模では大企業，市外本社企業の情報化投資が盛んであるが，製造業や中

小企業でもその有用性は認識されており，今年度以降情報化投資を増加させるという計画

が多くなっている。 

 

情報化投資の推移（これまでと比べて現在の投資額） 

 回答企業数 大幅増 増加 変わらない 減少 大幅減 無回答 増減度
全産業 282 5.0 45.0 34.4 6.0 1.4 8.2 0.502
製造業 103 4.9 42.7 37.9 3.9 1.9 8.7 0.489
鉄鋼・金属等 15 0.0 53.3 33.3 0.0 0.0 13.3 0.615
一般機械 17 0.0 41.2 52.9 0.0 0.0 5.9 0.438
電機・精密等 24 4.2 29.2 50.0 4.2 0.0 12.5 0.381
輸送用機械 14 7.1 50.0 28.6 7.1 0.0 7.1 0.615
非製造業 179 5.0 46.4 32.4 7.3 1.1 7.8 0.509
建設業 34 5.9 58.8 29.4 2.9 0.0 2.9 0.697
運輸・倉庫業 21 0.0 42.9 47.6 4.8 0.0 4.8 0.400
卸売業 30 3.3 40.0 30.0 6.7 0.0 20.0 0.500
小売業 22 4.5 40.9 36.4 18.2 0.0 0.0 0.318
情報ｻｰﾋﾞｽ業 21 4.8 57.1 33.3 0.0 0.0 4.8 0.700
大企業 41 7.3 53.7 22.0 14.6 0.0 2.4 0.550
中堅企業 107 5.6 42.1 39.3 6.5 1.9 4.7 0.451
中小企業 83 2.4 37.3 38.6 3.6 2.4 15.7 0.400
市外本社 51 5.9 56.9 27.5 2.0 0.0 7.8 0.723

 

情報化投資の推移（現在までと比べて今後の投資額） 

 回答企業数 大幅増 増加 変わらない 減少 大幅減 無回答 増減度
全産業 282 4.3 53.5 29.1 4.6 0.4 8.2 0.618
製造業 103 4.9 53.4 29.1 3.9 1.0 7.8 0.621
鉄鋼・金属等 15 6.7 60.0 26.7 0.0 0.0 6.7 0.786
一般機械 17 0.0 47.1 47.1 0.0 0.0 5.9 0.500
電機・精密等 24 4.2 45.8 33.3 4.2 0.0 12.5 0.571
輸送用機械 14 0.0 64.3 21.4 7.1 0.0 7.1 0.615
非製造業 179 3.9 53.6 29.1 5.0 0.0 8.4 0.616
建設業 34 0.0 64.7 29.4 2.9 0.0 2.9 0.636
運輸・倉庫業 21 0.0 52.4 42.9 0.0 0.0 4.8 0.550
卸売業 30 0.0 56.7 23.3 0.0 0.0 20.0 0.708
小売業 22 9.1 54.5 22.7 9.1 0.0 4.5 0.667
情報ｻｰﾋﾞｽ業 21 4.8 57.1 28.6 4.8 0.0 4.8 0.650
大企業 41 4.9 53.7 31.7 7.3 0.0 2.4 0.575
中堅企業 107 2.8 55.1 30.8 5.6 0.0 5.6 0.584
中小企業 83 4.8 49.4 26.5 3.6 1.2 14.5 0.620
市外本社 51 5.9 56.9 27.5 2.0 0.0 7.8 0.723

（表注）増減度は「大幅増加」を２点，「増加」を１点，「減少」を－１点，「大幅減少」を－２点とした平均点 
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(2) 情報化に対する体制：大企業では「専門部署での対応」，中小企業では「個人レベルの対

応」が多い 

 

情報化に対する体制は「専門部署もあるが個人でも対応」(33.3％)と「専門部署で対

応」(32.6％),｢個人レベルでの対応｣(28.7％)に分散されており,「外注に依存」(7.4％)は

多くない。 

業種別にみると，製造業と非製造業では差異は無いが，製造業の中では，ＬＡＮの構築

率が高い電機・精密等と輸送用機械では専門部署での対応が多く，逆にＬＡＮ構築率が低

い鉄鋼・金属等，一般機械では個人レベルでの対応が多くなっている。非製造業ではＬＡ

Ｎ構築率が高い建設業で「専門部署で対応」がやや少なくなっているが，その他はＬＡＮ

構築率が高い業種で「専門部署で対応」が多くなる傾向がある。 

規模別には，大企業では「専門部署で対応」が多く，「個人レベルでの対応」はほとん

どなく，逆に中小企業では「個人レベルでの対応」が多く，中堅企業はその中間となって

いる。 

 

情報化に対する体制 

 回答企業数 専門部署

で対応

専門部署＋

個人レベル
個人 

レベル

外注 その他 無回答 

全産業 282 32.6 33.3 28.7 7.4 4.6 8.5

製造業 103 35.9 33.0 29.1 4.9 2.9 7.8

鉄鋼・金属等 15 20.0 20.0 53.3 6.7 6.7 6.7
一般機械 17 23.5 41.2 35.3 0.0 0.0 5.9
電機・精密等 24 41.7 45.8 8.3 4.2 4.2 12.5
輸送用機械 14 50.0 42.9 7.1 0.0 7.1 7.1

非製造業 179 30.7 33.5 28.5 8.9 5.6 8.9

建設業 34 26.5 35.3 29.4 5.9 11.8 5.9
運輸・倉庫業 21 61.9 23.8 19.0 14.3 4.8 4.8
卸売業 30 20.0 26.7 40.0 3.3 3.3 16.7
小売業 22 40.9 45.5 13.6 13.6 4.5 4.5
情報ｻｰﾋﾞｽ業 21 33.3 38.1 23.8 0.0 4.8 9.5

大企業 41 65.9 34.1 2.4 7.3 4.9 7.3
中堅企業 107 31.8 36.4 30.8 10.3 4.7 3.7
中小企業 83 18.1 21.7 43.4 4.8 2.4 16.9
市外本社 51 31.4 45.1 21.6 5.9 7.8 5.9
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(3) 情報関連部門の人員の推移：現状では大企業，市外本社企業で増加傾向にあるが，

将来予測は中堅・中小企業で増加予想が顕著 

 

情報関連部門の自社人員に関しては，24.9％の企業でこれまで増加傾向にあるとしてお

り，今後の傾向としては増加を予想する企業が30.1％と現状の判断より上回っている。外

注も21.4％の企業が増加傾向にあるとし，今後は27.7％が増加を予想しており，自社人員

よりは若干低いものの増加傾向を予想している。 

現状では製造業より非製造業の方が増加を指摘しており，将来的にも非製造業の方が増

加予想が強いが格差は若干縮小している。 

規模別には現状では大企業，市外本社企業で自社人員，外注の増加が大きいが，将来予

想では中堅・中小企業で増加が大きく，大企業では自社人員を減少とする企業の方が多い。

これは，これまでに自社の人員を増加させ，ＬＡＮ構築やインターネット導入を終えた大

企業がある程度縮小の目処が立ったのに対し，その他の規模の企業では今後ＬＡＮ構築な

ど情報化投資を進める必要性があるので人員の増加を予想していると考えられる。この点

は(1)で情報化投資の今後の予想に関して，大企業が最も増加傾向予想が少なくなっている

ことと整合的である。 

 

情報関連部門の人員の推移（増減度） 

現状 今後の予測  回答企業数 

自社人員 外注 自社人員 外注 

全産業 282 0.174 0.139 0.236 0.244 
製造業 103 0.108 0.081 0.189 0.227 
鉄鋼・金属等 15 0.500 0.400 0.429 0.100 
一般機械 17 -0.188 -0.077 0.143 0.308 
電機・精密等 24 0.095 0.118 0.238 0.412 
輸送用機械 14 -0.083 0.000 -0.182 -0.091 
非製造業 179 0.212 0.172 0.262 0.254 
建設業 34 0.455 -0.033 0.273 0.133 
運輸・倉庫業 21 0.000 0.188 0.105 0.250 
卸売業 30 0.120 0.158 0.280 0.222 
小売業 22 0.095 0.222 0.048 0.222 
情報ｻｰﾋﾞｽ業 21 0.550 0.529 0.750 0.588 
大企業 41 0.184 0.343 -0.105 0.235 
中堅企業 107 0.146 0.085 0.262 0.235 
中小企業 83 0.151 0.019 0.377 0.228 
市外本社 51 0.273 0.243 0.250 0.297 

（表注）増減度は「大幅増加」を２点，「増加」を１点，「減少」を－１点，「大幅減少」を－２点とした平均点 
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主要企業業界ヒアリング調査結果  

 

〔建設〕 

 住宅建設関連をみると，上半期は平成９年４月の消費税率引き上げに伴う駆け込み需要

がマンション・ビル建設等で多くみられたが，その反動で 10 月以降は受注が減少してい

る。上半期中間決算において，増収増益を計上している企業が多く，下半期でも上半期に

受注した工事が完工するため，下半期における売上・利益はともに増加見込みとなってい

る。また，マンション建設では，ディベロッパーからの請負建築は利益幅が少ないため，

低金利を背景に自社販売を行うケースが増加している。 

 土木，業務・商業系ビル建設では，需要が少ないため，業者間の受注競争が激化してい

る。競争入札による受注は企業間の競争が激しく，中小建設業者では利益率が低くなって

いる。 

（経済政策課） 

 

〔電機・電子〕 

 電機業界では，パソコン市場が依然として好調を続けているほか，家電製品でもルーム

エアコンやＡＶ製品を中心に順調に推移している。季節的要因による，白モノ家電の需要

が一段落し，大型テレビのオリンピック効果も薄れたが，消費税率引き上げ前の住宅着工

の増加による家電製品の買い替えが増加している。特に，パソコンの 96 年上期の出荷台

数が前年同期比 39.1％の伸びを示しているほか，エアコンでも２年連続史上最高を更新

するなど各家電製品とも前年実績を上回る勢いである。 

 移動通信機器関連分野は，ＰＨＳ，携帯電話が引き続き盛況となっており，依然として

価格低下が続いているが，販売量の急増とコストダウンにより増益は持続されている。 

 カーエレクトロニクス部門では，カーナビゲーション・システムが成長を続けている。

ＶＩＣＳ対応の市販品が若い人を中心に売上を伸ばしており，純正製品の装着率も高まっ

てきている。 

 照明業界は，ショーケースメーカーと連動する電球，蛍光灯を中心に堅調である。 

 半導体業界では，メーカーの生産調整の効果の現れやクリスマス商戦の活発化によりＤ

ＲＡＭ価格が一時下げ止まったかにみえたが，再び軟化の傾向をみせている。また、依然

として価格の不透明感は解消していない。 
（中小企業指導センター） 

 

〔工作機械〕 

 工作機械業界の景況は引き続き好調を維持している。平成８年第３四半期までの受注額

の累計では対前年同期比 20％を超えており，年間受注額は５年ぶりに 9,000 億円を上回

ることが確実になった。 

 特に好調なのが内需で，中でも設備投資を活発化させている自動車メーカーからの受注

が引き続き好調を維持しており，自動車業界の好況が工作機械業界全体の景気回復の牽引

力となっている。また，一時期，海外移転が進んだ金型業界も高精度の加工を必要とする

ものは国内に戻ってきていることから，一般機械向けの受注も好調である。その他では，

電気機械用は横這いとなり，半導体関係用が依然として厳しい状況にある。 

 今期の特徴として，これまで将来に対する不安から設備投資を手控えていた企業の中に，

半年から１年先の仕事量について見通しがつくようになったことから，工作機械を導人す

る企業が出始めたことが挙げられる。また，平成８年 11 月の工作機械の国際見本市の開

催も，各社が新製品の発表を積極的に行ったことなどから好影響を与えている。 
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 －方，外需については伸び率では内需に比べると低くなっているが，米国，欧州をはじ

め，アジアでも依然として好調を維持している。その結果，内需と外需の比率をみると，

内需の高い伸びを反映し，ほぼ等しくなってきている。 

 受注が好調を維持するなかで，企業業績の改善は遅れており，バブル崩壊後，価格競争

の激化やユーザーの目が厳しくなったことから，低価格化が定着し，値戻しが起きていな

いことが理由としてあげられる。そのため，工作機械メーカーの中には，部品の共通化な

ど開発・生産コストの削減に向けた取組を積極的に行っている企業もある。今後の見通し

について，各メーカーは平成９年の上半期までは引き続き好調を維持すると予想している。

しかし，生産台数がすでにピーク時に近づいていること，また，前回のボトムから回復期

に入って３年が経過することから，踊り場にさしかかっているとして下半期には下降期に

入ると予想する企業もある。 
（産業開発担当） 

 

〔自動車関連〕 

 平成８年 11 月の新車の販売台数（軽自動車を除く）は，57 万 7548 台と前年同月比 14.

0％の増となり，６年３月以来１年８ケ月ぶりに２ケタの伸びとなった。ＲＶ車の販売が

好調なこと，各社が 20 車種近い新型車を投入したことや，広告宣伝費を拡充したことな

どで８年９月から販売の伸び率が急速に高まっていた結果である。平成８年の年間販売台

数は３年連続で前年を上回ることが確実となった。 

 一方，国内の自動車生産の状況は，（社）日本自動車工業会によると，今年度上半期の

自動車の国内生産台数は 494 万８千台と対前年同期比 0.3％の増となっている。内訳をみ

るとトラックはマイナス 4.6％だが,バスは 17.6％と大幅に増加しており,乗用車も 1.8％

の増となっている。国内需要が回復傾向にあることに加え円安を背景とした対米輸出台数

が大幅に伸びていることが主な要因である。 

 このように，自動車の国内生産台数が回復傾向にある中で自動車部品業界の経営動向に

も好転の兆しがみえる。(社)日本自動車部品工業会の経営動向調査によると，株式上場の

77 社（売上に占める自動車部品の割合が 50％以上の上場企業）の今年度上半期の売上高

は対前年同期比 1.3％増の３兆 5551 億円，経常利益は 25.2％増の 1396 億円となり大幅に

改善した。今年度通期の見通しについても，売上高は対前年度比 2.1％増の７兆 2439 億

円，経常利益は対前年度比 20.4％増の 3040 億円となる予想で好調を持続させそうである。 

 新型車やＲＶ車を中心とした国内需要の回復と好調な対米輸出に伴う自動車業界の好転

が要因となっている。自動車需要の低迷に伴い厳しい経営環境おかれていた自動車部品業

界も 91 年度以来５年振りの増収になる見通しである。 

 しかし，取引先自動車メーカーの業績の差によって，部品メーカーの業績に格差が生じ

ており，今後もこの傾向は続きそうである。 

 自動車部品各社では，経営の体質強化やメーカーの低価格要請に積極的に取り組むとと

もに，国内自動車産業が成熟化していることから，新分野や新製品開発への取組み強化を

図っている。 
（産業振興課） 

 

〔繊維・スカーフ関連〕 

 輸出用シルクスカーフは前年比で数量・売上げとも横ばいとなっている。１ドル 110 円

程度のレートを想定しており，一時の極端な円高の時から最近の円安傾向もあり，全体に

下げ止まり感がでてきているが，多くの企業は生地，プリント工賃とも安い輸出ものから，

国内用にシフトしている姿勢に変化はない。 

 国内向けスカーフは，秋冬物の出回る 10，11 月が暖かかったため，出足が鈍く前年比
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横ばいから若干の落ち込みとなっている。年明けから春物がでるが，これも横ばいと思わ

れる。 

 ユニフォームは，景気の影響で平成６年まではかなり落ち込んだが，７年から単価は押

さえられているものの受注は増え，８年も前年を上回る見込みとなっている。ユニフォー

ムの更新を手控えていたためであり，９年もこの傾向が続くか判断できない。 

 このように，先行きが不透明であり，資金繰りも厳しく，設備投資に結びつくような状

況ではない。 
（産業振興課） 

 

〔運輸・倉庫〕 

 市内倉庫の回転率は，８月 43.7％(前年同月 40.7％），９月 41.5％(同 41.6％），10

月 46.7％(同 43.0％）とほぼ横ばいから緩やかな上昇傾向にあるが，適正とされる数値よ

りはやや低めの状態が続いている。市内倉庫の所管面積が増えている一方，保管貨物残高

は減少しており，供給過剰の状態になっていることから競争が激化している。また，荷主

からの賃下げ要求も続いており，企業が物流費削減等のため保管期間を短縮する傾向にあ

り，収益面は厳しい状態にある。価格は，１度下げるとなかなか元に戻せないので，価格

の上昇を期待するより，流通加工や在庫管理等の保管業務に加えたサービスを充実させて

いくことで顧客を確保していこうと考えている企業も多い。最近の円安傾向の影響は特に

はみられない。 

 景気の本格回復の遅れもあるが，製品輸入の増加や製品の多品種少量化，コンテナ輸送

の増加等，構造的な変化による影響の方が倉庫業界には大きく，こうした状況に合わせた

対応の必要性が高まっている。 

 運輸業全般としては，依然として目立った動きはなく横這いの状況が続いている。売上

等が徐々に落ちている企業，上がっている企業ともに，ここ数年同じような状況が続いて

おり，今後も企業間格差が開く見通しを持っている。 

 旅客については，全国的な傾向といえる輸送人員の減少が，年々強まり，今後は本業以

外の部門も含めて，限られた市場の中でいかに自社の実績を伸ばしていくかということが

大きな課題となってきている。 

 貨物輸送では，全体の中でのシェアが陸運へと動いているといったことも手伝って，海

運よりは，現状，見通しともにも悪くない。そうした中で，陸運では倉庫等の拠点に設備

投資の重点を移し，売上高人件費比率の抑制と一貫した物流の担い手としての役割を果た

すことを目指している企業も見受けられる。 

 海運では，全体のシェアが陸運に移りつつある中で，企業としてコスト削減を徹底し価

格引き下げなど，荷主の要求に応えていくとともに，規制緩和に伴って予想される業界の

再編成の中での生き残りを模索し始めているが，今後も厳しい状況が続いていくことが予

想されている。 
（経済政策課） 

 

〔卸・貿易〕 

 若者向けの輸入雑貨を扱っている貿易会社では，特定の輸入グッズの販売が好調で，今

後の注文に対応できるよう常に在庫を用意しており，事業の大きな柱となっている。しか

し，若者向け雑貨の販売は安定していない。 

 オーストラリアからマグロ，アラスカからカニを輸入している海産物専門の輸入商社で

は円建で取引を行ない，為替変動の影響を回避している。景況については，よくなってい

ないとの感触を持っている。 

 大手スーパーへ開発輸入品や製品輸入品を卸している商社では，大手スーパーの売上が
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業績にストレートに反映されるとのことで，経常利益は減少傾向にある。その理由として

円安を反映した原材料費の上昇と販売価格の低下があげられる。製品輸入先としては北米

を中心に，開発輸入先としては東南アジアと中国を中心に考えられている。 
（国際経済担当） 

 

〔大型小売店〕 

 今期の百貨店は，９月下旬から 10 月にかけての新規店舗の出店や店舗リニューアルの

影響がどのように出るかが注目されたが，各店舗ごとに内容や程度に差異がでている。横

浜駅東口では新規出店の相乗効果で来客数は増加し，現在は若干下がってきてはいるもの

の，前年を上回る来客数が続いている。一方，横浜駅西口の店舗は東口に顧客を奪われた

形となり，また新宿の新規出店による顧客の流失と思われる現象もあらわれた。上大岡の

新規オープンは横浜駅周辺の百貨店にはあまり影響がみられず，上大岡周辺のスーパーへ

の影響に留まっている。 

 平成８年９月は気温が下がり秋の訪れが早かったため，秋物衣料の販売が好調であった

が，12 月は逆に暖かくなり季節商品の動きが鈍くなった。また，お歳暮商戦は来客数は

前年並から若干増で推移し，単価も伸びているが，買上個数の減少傾向がみられた。消費

の伸びは各社とも期待できないとしている。 

 スーパー（食品スーパー）は，客数は前年並を維持する時もあるが，買上単価・客単価

は前年を下回る傾向が続いている。販売額は，新規出店により前年を上回る時もあるが，

前年割れが続いている。食品スーパーの商圏は狭いため，他社競合店の出店の影響より，

市場の奪い合いになっていると分析している。百貨店の新規オープンについては，上大岡

周辺の各店に影響が出て，８年 10 月は２割弱の落込みとなった店舗も出たが，その後，

徐々に持ち直す傾向を示している。元旦営業については，雑貨中心の販売になり，三が日

を合計すると元旦営業をしなかった年と同じ売上額であった店舗もあった。消費税増税の

駆け込み需要は食品スーパーにはないと予想しているが，４月以降の消費の減退を心配し

ている。 

 専門店では，新規出店により前年を上回る売上を維持している。また，来店客数は前年

を３～５ポイント下回っているが，買上単価は 10 ボイント程度上回る傾向は続いている。

また，スーツの販売が好調になってきており，買替需要が出てきたと期待している。また，

他業種への多角化を進めている店舗もある。 
（産業立地指導担当） 

 

〔不動産〕 

 市内における賃貸事務所の空室率の状況は，9.86％と低調ではあるが徐々に回復傾向に

あり，特に新横浜地区の空室在庫の解消が急激に進んだことが大きな要因として考えられ

る。また，パソコン等のＯＡ機器の導入による設置場所の拡大，賃料の低下による企業移

転やスペースの拡大による影響も大きいと考えられる。 

 しかし，最近の新規のビル建設による企業の地域内移転集結等，内部での移動が中心と

なっており，また，東京地区の賃料が横浜地区の賃料とほぼ近似しているなど，市域外か

らの新規需要の発生がほとんど期待できない状況にある。今後の新規供給によっては，市

内他地域の需給バランスを再び崩す可能性があり，特に関内地区，新横浜地区はテナント

誘致等の競争が激しくなる可能性がある。そのため，空室率が再び悪化し市況回復に遅れ

がでることにもなりかねず，予断を許さない状況にある。 

 貸店舖の今期の収益をみると，テナント収益の減少が賃料に影響し，若干落ち込んでい

る。今後についても個人消費の動向がどのように変化していくのか，依然つかめない状況

にある。 
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（経済政策課） 

 

〔情報サービス関連〕 

 大手から中堅，中小まで，業界としても昨年の秋口の最悪期は脱したようである。仕事

量は一気に増加しており，過剰なリストラを行った企業では人員的な手当に苦慮している。

この傾向が持続的であることは，業界で一致した認識となっている。ただし，ソフトコン

テンツ分野では大幅な業務増加がみられない。 

 しかし，仕事量の回復があったが，単価はようやく底を打ったものの低調で，売上高は

伸びてはいるが，利益に結びつかないという「利益なき繁忙」という状況が続いている。

また集中処理から分散処理への傾向は受注金額を縮小させる要因となっている。 

 現在の産業構造のままでは，景気変動を大きく受けることから，独自性を確保するため

のソフトや独自 CD-ROM の研究開発・製品化への努力を行う企業も出てきている。要素技

術や業種分野的な特化，欧米のパッケージソフトのアレンジする技術力を保有することな

どがますます重要となっている。 

 また，ダウンサイジングとオープン化の波は本格化し，インターネットへの需要は増加

の一途であり，またミニコンをはじめとした汎用機の一部復活，「2000 年問題」等の逆

説的な課題も生じているなど多様な人材の教育・研修が強く求められてきている。各企業

の人材の活用で鍵となっている。 

 さらに，簡易言語からプログラミング，パソコン単体，汎用ＯＳによるＬＡＮ，インタ

ーネット，イントラネットとめまぐるしい変化が続いており，セキュリティとサポート体

制が重要となってきている。 
（経済政策課） 

 

〔ホテル・コンベンション関連〕 

 市内の主なホテルについては，天候の安定による観光客の増加や大型コンベンションの

開催により，好調であつた咋年同期を上回る稼働率を見込んでいる。しかし，景気回復に

ついては依然として慎重で，宿泊料金の値上げはまだ先のことと考えており，引続き，経

費節減や稼働率の向上に力を入れていくとともに，高齢者や障害者等の新規顧客の開拓に

も目を向けている。また，ホテル間の激しい価格競争から稼働率に見合った収益が上がら

ない状況が続いている。さらに，宿泊者が多数見込める国際会議の減少が減収要因ともな

っている。最近の国内会議は，週末の開催が増加する傾向がみられ，婚礼や観光客とバッ

ティングし，売上に影響することから，今後はウィークデーの集客が課題となる。情報化

についてみると，主要ホテルのほとんどでインターネットが稼働しており，一部ではホー

ムページ内で予約ができるところもあり今後の動向が注目される。 

 大型コンベンション施設では，催事に対する問合わせ件数が横ばいであることや会議・

展示会を問わず開催規模が縮小していることから景気回復にはまだ時間がかかると考えて

いる。また，これまで景気の動向には開催規模が左右されなかった学術会議についても，

スポンサーの減少及び支援縮小等の理由からレセプションや会議会場の申込みが必要最小

限の範囲に留まっている。市内有力大型ホールの稼働状況は，４月から９月までの好調さ

がそのまま持続しており，来年以降もこの状況は続く見通しである。 

 コンベンション関連の室内装飾業については，会議系コンベンションの飛込みの受注増

により前年比で件数が２割ほど増加しているが，注文内容が小規模であるため収益率は増

加分ほど上がっていない。また，郊外型店舖のオープンのための内装工事は依然として好

調で，今後は市内の大規模商業施設のオープンに伴う受注獲得ため努力している状況であ

る。 
（観光コンベンション課） 
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〔コミュニティ産業〕 

 生活必需品の小売業は，景気の影響に極端に左右されることは少なく，特に生協は組合

員という特定の利用者のための組織ということで一般の小売業界とも異なるとはいえ，消

費者（組合員）が本当に必要なものしか買わなくなり，販売量の上昇は望めない状況にあ

る。円安，株価の低下，消費税の税率引き上げ等の要因から，業況はこの後も低迷すると

予測している。 

 生協の組合員拡大は，従来組合員自身の手による運動として取り組んできたが，拡大の

ピッチが遅く，従来型の班購入の組合員は頭打ち状態にある。そのためワーカーズ・コレ

クティブにも組合員拡大に加わってもらい，新たな展開を期待している生協もある。 

 今後の伸びが期待できるのは戸別配送部門で，一部の地域で試験的に実施していた生協

でも範囲を拡大するなど，組合員の順調な増加を見込んでいる。それに合わせ従来の共同

購入班という組織とは別の新しい組織，独自のシステム，新たな利用方法として体制作り

を進めている。 

 生協として必要な情報は消費者（組合員）のニーズと商品情報であり，生協と組合員は

一般の小売業者と消費者よりコミュニケーシヨンがとれていると思われるが，生協からの

発信に比べ，組合員の声を十分聞き取るのは難しい状況にある。情報を発信する組合員だ

けでなく，発信しない組合員の多様化する要求をどう収集するかが，重要な課題となって

いる。そして収集した組合員の声を，生協活動や商品に積極的に反映させる必要がある。

一方，商品情報はデータとして蓄積していき，トラブル発生の時などに，生協独自の分

析・判断ですばやく対応が望まれる。 

 ワーカーズ・コレクティブの新規団体設立の動きは活発であり，景気は厳しい中，柔軟

な対応が可能な組織の特性が幸いしている。設立団体が増え，経験年数を重ねたグループ

も多くなり，ワーカーズ・コレクティブであることだけですべてをひとくくりにするには

かなり無理が出てきている。必要な情報をみても，団体の業種や事業の段階等によって異

なっており，ＯＡ化に対する取り組みも個々のワーカーズで異なっている。 

 全体の課題として，ワーカーズの活動に若い人に参加してもらうと同時に，年配者でも

働ける分業体制のような仕組みづくりに取り組む必要がある。いくつかのワーカーズでは，

融資を受け，借金を背負っても新たな事業の拡大を目指すところが出てきた。それぞれの

ワーカーズが，今後どういう方向に進むべきか見極める段階にきている。 
（消費経済課） 

 

〔生涯学習関連〕 

 生涯学習関連全般としては，景気の影響や少子・高齢化社会への対応として，会費等の

価格の見直しや，新しいメニューの開発などが引き続き行われているところであり，かな

りの成果を得ているケースもある。 

 カルチャーセンターにおいては，前期に引き続き収益が前年比で減少している。受講生

数は減少していないが，廉価な短期講座を受講するケースが多いため，収益が減少する傾

向が続いている。受講生の主力である中高年にとって，現状の低金利施策の影響が大きい

ため，低金利施策が続くと，今後の見通しもあまり明るくない。 

 専門学校をみると，情報処理系については，新しい情報通信分野の雇用の拡大などによ

り，卒業予定者の就職内定率も入学予定者の応募状況もかなりよい。語学－ビジネス系は，

引き続きかなり厳しい状況であり，18 歳人口の減少への対応のほかに，ニーズに応じた

学科の設置等が求められている。 

 スボーツクラブについては，フィットネス関連は，価格の見直しなどの成果により，会

員数を順調に伸ばしているが，スイミングスクール関連は，対象となる子供の数の減少等



- 39 - 

により，会員数は減少している。少子・高齢化社会への対応として，大人対象のメニュー

の開発が必要とされている。 
（経済政策課） 

 

〔レジャー〕 

 近隣レジャー施設の入場者数の減少傾向は続き，特に夏期(６～９月）と比較してみる

と減少傾向がやや強まっており，業況の回復の兆しはまだ期待できない状況にある。今後

もイベントの充実や積極的なＰＲ展開等により，誘客強化の方策を考えていくことが重要

である。 

 一方，旅行業界では国内・海外旅行とも，取扱件数が前年同期比で好調な伸びを示して

いるが，全体的に低価格の商品が多いため収入面ではそれほど期待できない状況が続いて

いる。最近の傾向としてはパック，団体旅行の需要が減り，個人旅行に人気が集まってい

る。情報化についてみると，旅行代理店ではホームページを開設し，宿泊予約などが可能

となっているがまだ十分に活用されていない状況である。なお，情報の一元管理化を図る

とともに顧客ニーズにより，航空会社やコンビニエンスストアなどとのネットワーク化も

すすめている。 
（観光コンベンション課） 

 

※（）内はヒアリング担当部署 
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横 浜 市 主 要 経 済 指 標 の 動 き  

 

① 生産・出荷・在庫指数（通商産業省，神奈川県企画部統計課） 

今期の神奈川県の生産指数は83.2と前期よりも0.3ﾎﾟｲﾝﾄ，前年同期よりも1.2ﾎﾟｲﾝﾄそ

れぞれ上昇している。前期に続き電機が好調に推移しているほか，一般機械が前年同期

比で12.6％増加となっている。出荷指数は前期に続き前年同期を上回り86.2，在庫指数

は３期ぶりに100を割り込む96.8となっている。 

 
生産・出荷・在庫指数(季節調整済、平成２年=100)
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② 新設住宅着工床面積（建設省） 

今期の横浜市の新設住宅着工床面積は360,045㎡で前期より伸び幅は小さくなっている

ものの前年同期比22.8％増と高い水準で推移している。月別に動向をみると，10，11月

は30％を超える大幅な伸びとなったが，12月は前年同期比2.4％減と10ヶ月ぶりの前年割

れとなった。 

 
新設住宅着工床面積：前年同期比
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③ 百貨店売上高（百貨店協会） 

市内の主要百貨店（既存店ベース）の今期の売上をみると，新規店舗の開店の影響も

あり，既存店舗のリニューアルの効果は現れず，全般的に低調な動きで前年同期比5.7％

減の785億円となった。 

 
百貨店売上高：前年同期比
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④ 有効求人倍率（労働省，神奈川県労働部職業対策課） 

今期の市内の有効求人倍率は0.54倍で，前年同期比0.10ﾎﾟｲﾝﾄの上昇と順調に回復して

いる。また，有効求人数も前年同期比で20％を超える伸びで，12ヶ月連続の増加となっ

ている。 

 
有効求人倍率：新規学卒・パート含む（横浜市；原指数、全国；季調値）
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